
令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

＜意見等＞
・職業紹介事業者から、求職者
の動向として売り手市場の状況
が続いており、転職後の年収平
均値も上がってきている状況と
の説明があった。また、厚生労
働省委託事業「キャリア形成・
学び直し支援センター」の支援
状況等について、介護事業者か
ら離職率の低下やキャリア支援
に関する相談が多く、業種業界
に関係なく40代から50代の層
に対するリテンションなどの相
談が多い状況との報告があっ
た。
・構成員から、JEED施設内訓
練の「スマート生産サポート
科」の応募率が1.56倍となって
おり、コースの内容と倍率が高
い理由について質問があった。

＜意見等＞
・委託訓練では「IT分野」「理
容・美容関連分野」の求職者
ニーズが高く、求職者支援訓練
では同分野のほか「デザイン分
野」のニーズも高い。また、令
和４年７月からの求職者支援訓
練への受講指示適用拡大に伴
い、WEBデザイン系やネイリス
トのコースにおいて、雇用保険
受給者の応募が増加している状
況の説明に対し、構成員から
は、デジタル分野の人材育成推
進において、今年度における定
員計画の再確認（質問）がなさ
れた。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
において介護分野を検証。国の
基準を満たした中で、カリキュ
ラムにおける座学と実習の時間
配分などの見直しを働きかけて
いくとともに、ハローワークの
役割（周知広報、事前説明会・
見学会、受講あっせん、就職支
援、定着支援）が重要。（WG)

＜意見等＞
・特になし

（その他）
・令和６年度新規事業「非正規
雇用労働者等が働きながら学び
やすい職業訓練試行事業（仮
称）」について、令和６年度に
おけるコース設定見込数につい
て質問があった。

＜対応方針＞
・訓練内容は主に工場内のシス
テムネットワークの構築（C言
語、Java言語）、Webアプリ
のプログラミング等が中心とな
る関係上、若年者の応募倍率が
高い状況との説明があった。
（機構）

＜対応方針＞
・デジタル分野の定員数につい
て、配付参考資料「令和５年度
北海道地域職業訓練実施計画」
により説明。

＜対応方針＞
・北海道及びJEEDから訓練実
施機関に対して、委託契約時、
認定時などの接触機会におい
て、介護分野の実習時間の配分
見直しの働きかけを行う方針。
・次年度の効果検証WGの対象
分野について、構成員から、他
県における介護分野のワーキン
ググループ検証結果を２回目の
協議会資料として提出し、改善
促進策の好事例も取り入れるよ
う意見が出されたことを踏ま
え、引き続き「介護分野」につ
いて改善結果の反映等を再検証
し、また、北海道は広域なため
対象地域を広げて意見収集する
方向で検討。

＜対応方針＞

（その他）
・試行的に９コースの実施内容
であり、北海道での実施有無を
含めて、現時点では本省から詳
細は示されていないことを説
明。

1 北海道

＜意見等＞
・北海道国立大学機構小樽商科
大学が実施しているリカレント
教育「DX時代の介護ミドルマネ
ジャー育成プログラム」におけ
るVRの活用内容について構成員
間で共有。介護DX時代を牽引す
る人材育成のため、プログラム
の一部にVR技術を活用し、現場
にいるような環境の中で介護技
術の体感、講師や他の受講生と
のコミュニケーション機会を実
現。コロナ禍で実習ができない
ために取り入れたものである
が、DX・ITをうまく組み合わせ
ていくのがカリキュラム設計の
一つの鍵との説明があった。
・職業安定部職業対策課から人
材開発支援助成金の「人への投
資促進コース」「事業展開等リ
スキリング支援コース」につい
て説明。構成員から、申請状況
等は企業にとって非常に良い参
考となるため、第２回目の協議
会で資料を配付してほしいとの
意見が出された。
（＜対応方針＞全国数字は非公
表のため、北海道局の数字を第
２回目の協議会で報告する。）

参考資料４
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＜意見等＞
・民間職業紹介事業者から、
OAスキル、エクセル、ワード
のスキルを身に付ける人材開発
をしてほしい。ただし、事務を
希望を希望している方が多い
が、本日の資料にあるとおり事
務の求人は少ないため、希望職
種の選定理由を聞いたうえで、
他業種にキャリアチェンジして
もらいたいとの意見があった。
・東北経産局からデジタルスキ
ル標準、DXリテラシー標準等に
ついて説明があり、企業のデジ
タル人材育成等を推進していく
こととした。
・青森県からDX総合窓口の紹介
があり、DXに係る総合的な支援
とデジタル人材の育成が重要で
あるとの説明があった。

＜意見等＞
・デジタル分野の就職率が低い
ため、その原因について教えて
ほしい。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいて「販売・営業・事務分
野」を検証。
以下構成員の意見。
・興味深いレポートであった。
・基礎知識として、コンピュー
タとかOA機器の操作、プレゼ
ンテーション資料作成、文書作
成能力は、事務でなくても必要
であるということが分かった。
就職支援において、ＯＡスキル
を持っていたら事務へだけでは
なく、違う職種にも選択肢を広
げていただくよう期待する。

＜意見等＞
・特になし

＜対応方針＞
・WGの効果検証分野が「営
業・販売・事務分野」であり、
検証結果を踏まえカリキュラム
の改善等を行っていく。
・キャリアコンサルティングを
通し、多様な業種を念頭に置き
就職支援を行っていく。
・デジタル人材においては、公
共職業訓練、求職者支援訓練に
おいてデジタル分野の訓練コー
スを計画し人材開発していく。

＜対応方針＞
・県内の就職先が少ないこと
と、求人者においては求人募集
する業務において、どの程度の
デジタルスキルが必要が伝えき
れていないこと、求職者におい
ては訓練において得られた能力
を活かした就職先がどのような
業種や職種でニーズがあるか把
握しきれない両面がある。就職
率向上のため訓練修了者の就職
機会拡大に資するよう訓練修了
者歓迎求人の確保や就職支援の
取り組みを推進していく旨を説
明した。

＜対応方針＞
・効果検証ヒアリング及び労働
局が行った企業調査において
も、多様な職種で基礎的なＯＡ
スキルを必要としているため、
当該訓練の促進を図る。
・就職率の向上のため、求人部
門と訓練部門が連携を図り訓練
修了者の支援を行っていく。

＜対応方針＞
・「介護・医療・福祉分野」の
応募率向上及び「デザイン分
野」の就職率向上のための取り
組みを進めていく。

＜意見等＞
・新型コロナウイルスが５類に
移行したことを機に、観光分野
で人手不足となっているため、
観光分野のコースを設定し、人
手不足の解消に寄与したいとの
説明があり、構成員からは企業
でも対応していかなければなら
ないと考えており、観光分野の
コースを作ってもらえることは
ありがたい。期待しているとの
意見があった。
・施設内訓練については、毎年
企業から、採用時に求める職業
能力、OJTでは習得し難い職業
能力についてヒアリングを行っ
ており、回答に基づき訓練内容
に反映させていくとの説明が
あった。

＜意見等＞
・「託児サービス付き訓練」の
実施状況を説明したところ、構
成員から、受講者が少ないが、
今後拡大していく必要があるの
ではないかとの意見があった。
・県内の地域別訓練実施状況に
関する資料を提供したところ、
沿岸地域の訓練実施が少ない状
況について説明を求められた。

＜意見等＞
・訓練効果の企業ニーズが「指
示理解力、コミュニケーション
能力」という内容であったが、
それ以外にもあるのではない
か、との質問があった。
・訓練施設におけるキャリアコ
ンサルティングの実施状況につ
いて質問があり、実施状況の説
明を行った。

＜意見等＞
・長期高度人材育成コースの訓
練内容について質問があり、訓
練内容及び取得を目指す国家資
格を説明したところ、就職に結
びつきやすいコースであり、効
果的であるとの意見があった。

＜対応方針＞
・委託訓練において、観光分野
における人材を確保するため、
長期高度人材育成コースと短期
訓練で訓練コースの設定を検討
する。
・施設内訓練においては、在職
者訓練のニーズが高くなってい
るため、ＩＴ関係のコース等の
設定を検討する。

＜対応方針＞
・「託児サービス付き訓練」に
ついては、希望が少ない状況が
続いているが、今後、受講者の
動向により設定を検討する。
・沿岸地域においては、訓練実
施機関が限られているため、訓
練実施数は限られてくるが、訓
練実施時期を調整するなど多く
の受講者を確保できるよう検討
する。

＜対応方針＞
・企業ニーズの「指示理解力、
コミュニケーション能力」につ
いては、ヒアリングの結果だけ
ではなく、重要視されていると
考えられる。カリキュラムの変
更等を求めることは難しいと思
われるが、好事例を周知してい
くことを検討する。

＜対応方針＞
・実施コースを検討し、委託先
を開拓することにより、効果的
な長期高度人材育成コースの実
施を図る方針。

＜意見等＞
・地域におけるリスキリングの
推進に関する事業について、令
和５年度の実施状況を報告。構
成員からは、リスキリングの推
進として行う事業内容について
質問があり、リスキリングの推
進事業の在り方について説明を
行った。

3 岩手

2 青森

＜意見等＞
・東北経済産業局より生成AI時
代のデジタル人材育成の取組に
ついて説明があり、①部分的な
業務効率化のみならず、全体的
なビジネスプロセス・組織の変
革、製品・サービス・ビジネス
モデル改革につながることが重
要であること。②適切に使い、
生成AIリテラシーを有する人事
を増やすフェーズ、そのための
経営者の理解や社内体制が重要
であること。③企業価値向上に
繋げるため、生成AIの利用スキ
ル等を社員が身につけるための
社内教育、担い手確保に取り組
む大きな機会ととらえることが
重要であることを共有。
・青森県からDX総合窓口の紹介
があり、DXに係る総合的な支援
とデジタル人材の育成が重要で
あるとの説明があった。
・青森県教育庁から高校生に係
るキャリア教育について説明。
・青森キャリア形成・学び直し
支援センターから、事業の紹介
としてセルフキャリアドックに
ついて説明。
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＜意見等＞
・県内の企業におけるDX化の進
展状況について情報交換を行
い、構成員から次のような意見
があった。
①建設業界では、CADから3次
元モデルへの移行等、DX技術を
入れているところは、時間と費
用、人の都合等、工程の短縮が
できるようになってきている。
進んでいる事例と思う。
②最近の人手不足、ネットの活
用、キャッシュレス化の進展等
の課題に一つ一つ対応していか
ねばならない状況であるが、経
営革新に繋がり始めている兆し
は見えてきたのかなと思う。
③宮城県が進んでいるかと言う
と進んではいないと思う。ただ
支店経済というところがあり、
大手の支店・出先があることか
ら、DX化したものを導入してい
る人たちが出てきていることも
あり、広がりつつあると思う。
データは徐々に企業の中に溜
まってきているので、それを活
用するフェーズを作る段階に
入ってきたかと思う。

＜意見等＞
・eラーニングコースについ
て、構成員から次のような拡充
を求める意見があった。
①実技を伴わない教科書だけで
やっている部分はeラーニング
でできる部分と、実技の部分と
を分けながら、すべてが教室で
対面でとは限らないコースがど
んどん増えてくることに期待。
今後のコース開発に取り入れて
いただきたい。
②これからは「オンライン」が
キーワードだと思う。時代の変
化に合わせた形で、新たな手法
を取り入れることを前向きに検
討願いたい。

・障害者訓練について、法定雇
用率の段階的引き上げに併せ
て、障害者向けの訓練について
も重視していくべきとの意見が
あった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
において「デジタル分野」を対
象に検証を行った。
・採用企業のヒアリングにおい
ては人材不足との意見があっ
た。また、訓練受講者が習得し
た知識・技能に関しては一定の
評価が得られており、デジタル
分野の訓練の更なる拡充が必
要。
・採用企業、訓練受講者双方か
ら、より実践的なスキルの習得
が期待されている。プログラム
言語はもとより、コミュニケー
ション能力の向上や職業人とし
ての汎用的なスキルの習得も有
効。

＜意見等＞
・事務局より令和６年度訓練実
施計画策定に向けた方針（案）
を提案。提案通りで了承を得
た。

＜対応方針＞
・デジタル人材の育成・確保は
当地域においても大きな課題と
なっていることから、今年度の
WGによる検証結果も踏まえ、
令和６年度の公的職業訓練実施
計画においてその充実を図って
いくこととする。

＜対応方針＞
・eラーニングコースは増加傾
向であり、また申込者も多い状
況。デジタル分野の訓練の重点
化を推進する上でも重要となっ
ているコースであり、引き続き
内容の充実を図っていくことと
する。

＜対応方針＞
・令和６年度の公的職業訓練実
施計画において、デジタル分野
の公的職業訓練の定員数を拡充
する。
・企業実習やグループでの開発
演習等、就労現場を想定したよ
り実践的な授業の進め方によ
り、企業から求められるコンセ
プチュアルスキルを副次的に身
につけさせる。

＜対応方針＞
特になし

4 宮城

＜意見等＞
・東北大学ナレッジキャスト株
式会社より「東北大学データサ
イエンスカレッジ」の取組みを
発表し構成員間で情報を共有し
た。
　このデータサイエンスカレッ
ジの取組みは、企業の中の人材
のリスキリングを対象としたプ
ログラムで、ビジネスをリード
できるようなデータサイエン
ティストを養成するカリキュラ
ムとなっている。
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＜意見等＞
　事務局より県内ハローワーク
で把握している人材ニーズを報
告（人材不足分野、従業員の高
齢化、未経験者の育成などの課
題など）。
　以下構成員による意見。
・求人倍率が1.3倍台と高止ま
りする中、新規採用ができない
とする企業が多いため、離職防
止と従業員のリスキリングが必
要。
・高齢化が進む中で介護職を増
やすことはわかるが、ICT等の
若年者ニーズにもあった訓練の
充実も必要。
・在職者の能力開発による生産
性の向上も必要。

＜意見等＞
　事務局より訓練計画数と訓練
実施数の乖離の現状と、企業
ニーズと受講ニーズの違いにつ
いて説明。
　以下構成員による意見。
・高齢化が進む中で介護職を増
やすことはわかるが、若年者
ニーズにもあった内容を考える
とともに、能力開発による生産
性向上が大事と意見があった
（生産性向上によって、ワーク
ライフバランスも推進させるこ
とができるとの意見があっ
た）。
・人手不足に対する新規採用だ
けでは企業は生き残れない、DX
推進による省力化やリスキリン
グも見据えて在職者の職業訓練
に力を入れることが必要。

＜意見等＞
　構成員より、デジタル分野の
訓練は5～6カ月では物足りない
ことや、企業が求める人材像と
のミスマッチが発生しており、
初級コース、中級コースなどレ
ベルに合わせて育成することが
必要との意見があった。
　また、小規模事業所のデジタ
ル化は、まだ入口部分のところ
が多く、新規採用よりもITに少
し詳しい人を育成したい希望が
あり、在職者訓練も含め、習熟
度に応じた様々な訓練の確保も
必要との意見があった。

＜意見等＞
　構成員より就職率が低い訓練
コースは、問題意識をもって対
策に取り組んでほしい。特にデ
ジタル分野は、習得したスキル
を企業に理解してもらえるよう
伝え方の工夫や、企業ニーズに
マッチしているか点検するとと
もに、その結果に基づく改善が
必要と意見があった。
　職業訓練情報の2次元コード
活用やSNSによる周知の効果に
期待する意見があった。
　一方、職業訓練受講生の確保
に苦労している中で、職業訓練
情報周知にSNSを利用する場合
は、訓練機関へ事前に情報共有
してほしいとの意見があった
（PRの仕方が変わるとの意
見）。

＜意見等＞
　事務局より計画策定に向けた
ポイント（デジタル分野検証結
果に基づく取組、訓練実施状況
を踏まえた策定等）を説明。
　会長からのまとめとして、デ
ジタル分野の在職者訓練の充実
が必要との意見があった。
　また、求人票に職業訓練受講
修了者歓迎の表示や、職業訓練
受講修了者の就職に結びつく情
報（求められる知識・技能な
ど）を掲載するなど、求人内容
の充実が必要であり、次回の協
議会でその進捗状況を報告して
ほしいとの意見があった。

＜対応方針＞
　ICT等在職者向け訓練や生産
性向上訓練の充実を検討。
　離職者訓練修了者が就職後の
スキルアップで企業ニーズに適
合できるよう、訓練修了者の就
職後の定着支援と合わせて、人
材育成支援フォローアップ（人
材開発支援助成金の活用アドバ
イス等）に取り組む。

＜対応方針＞
　在職者向け訓練や生産性向上
訓練の充実や、職業訓練受講実
績に合わせた職業訓練計画の策
定を検討（公的職業訓練検証
WGメンバー・実務レベルによ
る計画案の策定に取り組む）

＜対応方針＞
　企業の実情に応じた能力開発
が行えるよう、在職者訓練の充
実や高度なデジタル人材の育成
に取り組むとともに、公的職業
訓練に幅広く情報リテラシーに
係る訓練内容を盛り込むことを
検討。
　また、企業の求める人材像の
明確化及び求人票への明確な記
載により、訓練内容を活かせる
求人とのマッチング精度を高め
て、就職支援を推進する（訓練
受講修了者歓迎求人の確保を含
む）。

＜対応方針＞
　訓練修了者のジョブ・カード
や職務経歴書など本人が同意し
た場合は個別求人開拓に活用す
るとともに、個人情報に配慮し
た求職公開のしくみの活用によ
り企業へ情報提供する。
　職業訓練機関と連携した職業
訓練情報の周知・広報に取り組
む。

＜対応方針＞
　本協議会の意見など反映でき
るよう、公的職業訓練検証WG
メンバー・実務担当者による計
画案の策定に取り組む。
　ハローワーク求人票の求人内
容の充実に向けた取り組みや、
求人内容の充実の好事例は求人
者の了解を得て、次回協議会へ
提供してロールモデルとする。

＜意見等＞
・資料１のニーズ調査でも紹介
された、求職者の訓練ニーズと
事業所のニーズについて、求職
者が希望する訓練としてPC・事
務系が多く、企業が求める訓練
分野は介護・製造系とニーズに
は乖離がある。また、資料５の
６年度計画策定に向けた方針に
明確に応募倍率が低く就職率が
高い分野、応募倍率が高く就職
率が低い分野がある。ミスマッ
チの解消のためにも、就職率の
高い訓練の周知をもっと行えば
よいのではないか。

＜意見等＞
・資料１のニーズ調査でも紹介
された、求職者の訓練ニーズと
事業所のニーズについて、求職
者が希望する訓練としてPC・事
務系が多く、企業が求める訓練
分野は介護・製造系とニーズに
は乖離がある。また、資料５の
６年度計画策定に向けた方針に
明確に応募倍率が低く就職率が
高い分野、応募倍率が高く就職
率が低い分野がある。ミスマッ
チの解消のためにも、就職率の
高い訓練の周知をもっと行えば
よいのではないか

・これから訓練を受けようとす
る方に、製造分野のNC生産シ
ステムや介護分野などは就職率
が高いという情報を提供したら
いいのではないか。

＜意見等＞
・ヒアリング実施結果の回答者
が事務系へ就職された方であ
り、Word、Excelの使用につい
ては十分対応できていると思う
が、業種が変わると
PowerPointなどが必要となる
と思うので、基礎的なコースと
上級者向けコースに分けて設定
することが必要だと感じる。

・受講者のレベルも一様でない
ため、同時に訓練を進めるのは
困難。Word、Excelに重点を置
くコース、Accessなども学べ
るコースと振り分けて進めたほ
うが良いのではないか。

＜意見等＞
・IT、DXに関して協会員向けに
訓練を計画しているが、デジタ
ル人材育成をテーマにして募集
したところ集まりが悪い。企業
の中でデジタル化のとらえ方
は、組織やシステム構築に向い
てしまい、人材育成に向いてい
ないミスマッチがあるのではな
いか。

・リスキリングと相まって人材
不足を補うためには高齢者が大
切な戦力にならざるを得ないの
ではないか。そのためリスキリ
ングと並行して高齢者向けの訓
練が重要となってくるのではと
いう気がする。

＜対応方針＞
・応募倍率が低く就職率が高い
分野については、訓練コースの
内容や効果を踏まえた受講勧奨
の強化が必要と感じており、
「就職率の高い」ことも、コー
スの魅力であるため、そういっ
たことも発信しながら受講勧奨
していきたい。

＜対応方針＞
・基礎・実践とコースを分けて
コース設定しているが、募集チ
ラシ等提供している情報量に差
があるため、求職者が自分に必
要な、又は自分にもできる訓練
と見極められるよう、訓練募集
のチラシ、説明会で詳細な情報
を提供していく。

＜対応方針＞
・委託訓練の高齢求職者スキル
アップコース等の設定を推進し
ていく。

6 山形

＜意見等＞
県内のリスキリング計画、人材
開発支援助成金、ポリテクセン
ター生産性向上訓練の説明。
［意見等なし］

5 秋田
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
デジタル人材の育成は、福島県
においても重要である。従来の
基礎的な訓練に加え、ベンダー
と話ができるくらいには育成で
きることが良いという意見が
あった。

＜意見等＞
就職先を考えると、事務等は正
社員での採用枠が非常に狭い。
事務系でもデジタルと共通する
部分があるなら、デジタル系の
定員を増やして、事務系の定員
を減らしてはどうかという意見
があった。

＜意見等＞
令和５年度はWGにおいてデジ
タル分野を検証した。

（１）物価高騰の現状にあわせ
た委託費の設定を要望する意見
があった。

（２）ヒアリングについて、事
業所側がどのような人をどのよ
うな期待を持って採用したかに
よって、得られるスキル、期待
しているスキルが変わってくる
ので、訓練の趣旨と採用の意図
がうまくマッチするヒアリング
の仕方を考慮すると良いという
意見があった。

＜意見等＞
前段の議事において各種意見が
出されたため、この項目に特化
した意見はなかった。

＜対応方針＞
都市部以外は訓練を実施してい
ただける機関がかなり少ないと
いう現状であるが、実施機関の
開拓も含め、求職者の意向に
沿った訓練カリキュラム、コー
スの立ち上げを検討していく。

＜対応方針＞
デジタル分野の訓練を実施して
いただける機関がかなり少ない
という現状であるが、実施機関
の開拓も含め、求職者の意向に
沿った訓練カリキュラム、コー
スの立ち上げを検討していく。

＜対応方針＞
（１）厚生労働省に協議会の結
果等を報告する旨、回答した。

（２）来年度のヒアリングシー
トに反映させる方向で検討す
る。

なお、今回の対象者、対象企業
にはヒアリングの理解を得られ
たが、準備段階でプライバシー
の配慮、個人情報漏えいの防止
について詳細に説明しても、対
象候補者や対象候補企業からヒ
アリングを断られるケースが多
かった。

＜対応方針＞
（a）～（d）の意見を反映さ
せ、策定する予定。

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
構成員からは、受講生が学んで
いく中で自分の適性や課題が見
えてきた結果、必ずしも学んだ
分野に就職するわけではないこ
とから、訓練期間中に企業との
接点の機会や、きめ細かいキャ
リアコンサルティングをするこ
とによって就職の機会を提供で
きるようになると、より就職に
つながるのではという意見が
あった。

＜意見等＞
令和5年度については、WGにお
いてデジタル分野を検証。デジ
タル分野の講師人材の確保や設
備等に係る費用負担、より実践
的な内容を加味したカリキュラ
ム・訓練期間の設定が必要であ
るとの報告があった。
また、訓練習得度の見える化を
推進していく取組が必要である
との報告があった。
構成員からは、訓練中にポート
フォリオを作成し、実際の面接
の際のアピール材料として活用
することが効果があるのではな
いかとの意見があった。

＜意見等＞
デュアルシステム訓練や職場見
学ができる訓練設定を検討した
いとの説明があったが、企業実
習先を見つけることが難しいの
ではないかとの意見があった。

＜対応方針＞
特になし

＜対応方針＞
訓練期間中にジョブ・カードを
作成し、強みを発見（自己理
解）させることや、訓練実施機
関に対しても雇用情勢の説明や
求人情報の提供等を行い、ハ
ローワークと訓練実施機関が連
携して就職支援を強化していく
方針。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、労働局と各
関係機関が連携し、訓練実施機
関や企業実習先の開拓していく
こと、ハローワークにおける
「訓練修了者、未経験者歓迎求
人」確保の取り組みを強化して
いくこと、ジョブ・カードを活
用し訓練習得度の「見える化」
を推進していくことなどに取り
組む方針。また、ご意見があっ
たポートフォリオの活用につい
ても推進していく方針。

＜対応方針＞
プログラミング系の訓練実施機
関の開拓は課題である。就職と
いう点で考えるとシステムエン
ジニアやプログラマーの求人は
比較的多い。関係機関と連携し
開拓に努めていく方針。

8 茨城

＜意見等＞
県の産業人材育成課より「茨城
県リスキリング推進政策パッ
ケージ」について説明。様々な
情報発信をしているが、企業側
からはリスキリングによって労
働力の流出が起きるのではない
かという懸念が示されているこ
とが大きな課題との話があっ
た。またリスキリングを推進す
るにあたり「在職者のスキルの
見える化」という点も課題と感
じているとの意見があった。
労働局からは「キャリア形成・
学び直し支援センター」の創設
について説明を行い、「在職者
のスキルの見える化」について
は、ジョブ・カードを活用する
ことで働く人の学び直しの支援
をより強化できるため、連携を
図っていくこととした。

7 福島

＜意見等＞
会津大学が実施しているリカレ
ント教育「女性のためのITキャ
リアアップ塾」の最近の進捗状
況について説明があった。
事業主団体から参加企業へ周知
いただく予定。

労働局が開催する助成金（キャ
リアアップ助成金〈社会保険適
用時処遇改善コース〉、人材開
発支援助成金）セミナーについ
ても周知いただく予定。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・県内のデジタル人材の求人が
少ないが、同分野の職業訓練の
応募倍率が高い実態について、
訓練受講希望者が訓練受講後、
どんな仕事を求めているか把握
する必要があるのではないか、
との意見があった。
・基幹産業である製造業など
で、経営に直結する生産管理職
などの人材確保が急務となって
おり、「DX化」「デジタル人材
不足」と言っても実態として求
人は少ない、との意見があっ
た。
・事務職として必要な、データ
の分析方法や作業効率を図る方
法を習得した人材育成など、ど
の職種でもデジタルスキルは必
要であるとの意見があった。

＜意見等＞
・製造分野において応募倍率が
低いが、コースの選定・定員数
の増減を考える必要があるので
はないか、との意見があった。
・企業がどのようなデジタルス
キルやデジタル人材を求めてい
るのか、企業側のニーズを把握
して、それに合わせたような訓
練カリキュラムの設定が、就職
率アップにつながるのではない
か、との意見があった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
において「営業・販売・事務分
野」を検証。
・就職支援において、就職率を
上げるためには、ハローワーク
との連携は大切であり、積極的
に取り組んでほしいとの意見が
あった。
・多くの企業では、採用条件に
「コミュニケーション能力・協
調性」が重視されている、今
回、訓練カリキュラムの改善が
出されていることは理解できる
との意見があった。

＜意見等＞
・「介護分野」の応募倍率が低
いことへの対策として、中止す
るコースを減らす対策や周知広
報を積極的にすべきとの意見が
あった。
・デジタル分野において、「IT
パスポート資格等の国家資格」
の取得には、３～6ヶ月程度の
訓練期間では短過ぎる、また、
受講申込時での基礎能力を精査
していただければ、合格率・就
職率が上がるため、訓練期間の
延長や、HWでの受講者に対す
る十分な説明が必要との意見が
あった。
・求職者支援訓練の基礎コース
数において計画と実績との乖離
が見られたが、その要因につい
て、訓練実施機関へのヒアリン
グなどにより把握することが必
要ではないか、との意見があっ
た。

＜対応方針＞
・デジタル分野コースのミス
マッチを防ぐため、HWでの受
講希望者への訓練説明会・見学
会への誘導することを説明し
た。
・企業ニーズの把握は、訓練受
講生とのミスマッチを解消する
ため必要であり、HWでも事業
所訪問等での収集に加え、労働
局として、幅広い業種でのニー
ズ把握のためWEBアンケートの
実施を説明した。

＜対応方針＞
・ポリテクセンターの施設内訓
練については、ニーズを把握し
定員の調整を行っていることを
説明した。
・デジタル分野の企業ニーズに
ついては、次年度の効果検証
WGの対象分野とする方向で検
討。

＜対応方針＞
・報告内容を受け、訓練修了前
から、受講生の情報を共有し、
訓練終了後も継続して情報共有
を行う方針を説明した。
・WGの報告内容を受け、R6年
度に開始する訓練から「企業で
の会議やプロジェクト企画を想
定した実践的なグループワー
ク」をカリキュラムに設定する
方針を説明した。

＜対応方針＞
・介護分野の中止コース減のた
め、資格取得の日程を考慮した
訓練日程を設定する方針。
・デジタル分野については、受
講希望者のニーズと選択コース
のミスマッチを防ぐため、事前
訓練説明会への誘導し、また
HW職員がデジタル分野につい
て理解を深め適確な訓練あっせ
んをするための対策を積極的に
行う方針。
・求職者支援訓練基礎コースで
は、職業能力開発講習が訓練実
施機関の負担とのことから、訓
練期間に分散するカリキュラム
の構成とする方針。
・委託訓練は定員増。デジタル
分野も定員増。
・求職者支援訓練は令和５年度
計画と同規模とするが、デジタ
ル分野以外の訓練コースにおい
ても基礎的デジタルリテラシー
の要素を含むカリキュラムの設
定を推進し、デジタル人材育成
の底上げをおこなう。

9 栃木

＜意見等＞
・自動車整備専門学校と職業能
力開発施設の学卒者訓練との競
合について発表あり。自動車産
業が多いことから、人材育成の
必要性、同職種の魅力発信につ
いて、課題共有を行った。
・リカレント教育として、在職
者のキャリアアップのために上
位資格取得や専門的知識技術習
得するための教育を行ってお
り、今後は、潜在有資格者への
キャリア支援事業を計画してい
るとの発表があり、構成員で共
有を行った。
・介護・福祉・医療分野は他職
種から人材の掘り起こしが必
要。社会人経験者の入学を積極
的に取り入れているメリットや
課題の発表があり、構成員で共
有を行った。
・県の委託事業では、女性のデ
ジタル技術を活用した幅広い分
野での活躍を促進するため、女
性デジタル人材育成・活躍支援
講座を開設、年間で180名の人
材を育成する予定との発表が
あった。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
県からは次期産業振興基本計画
として、産業構造の変革・新産
業の創出などを見据えたデジタ
ル人材の育成・確保、企業が取
り組むリスキリングへの支援、
離転職者に対する必要なスキル
を学ぶ場の提供に重点に置くこ
との説明があった。
構成員からは、若年求職者にお
ける、ＩＴ・事務分野に偏った
求職の動向、人手不足分野に製
造を加えた、現場色の強い分野
に対する応募者の減少について
報告があった。

＜意見等＞
構成員より
・応募倍率が100％を超えてい
るにもかかわらず、定員充足率
が100％未満になっている訓練
分野について、その原因と対応
策は如何。
・また、希望するコースに漏れ
た者へのフォローは行っている
のか。
といった質問があった。

＜意見等＞
R5年度については、ＷＧにおい
てデジタル分野を検証。
実施機関からは、ＩＴ関係への
就職には実務経験が必要となる
場合が多いため、Web知識を必
要とする事務職等への就職を視
野に入れる必要があることや、
採用企業からは、（企業側の）
職業訓練制度の認知度の低さ、
および訓練時間の不足について
報告があり、構成員間で課題認
識の共有を行った。

＜意見等＞
運輸業におけるドライバー不足
に対応するため、「大型自動車
一種運転業務従事者育成コー
ス」の拡充を希望。

＜対応方針＞
職業訓練のデジタル分野への重
点化を進め、人材の育成・確保
に努める方針。

＜対応方針＞
同じ分野の訓練でも、希望者が
定員の数倍集まるコースもあれ
ば、定員充足率が低いコースも
あるため全体では充足率は
100％になっていない。
入校前に就職が決まり、辞退す
るケースもあることから、適切
なあっせんに努めていく。
また、希望するコースに漏れた
者については、内容の似ている
コースを案内し、フォローして
いる。
定員割れのコース等は、実施時
期・期間、カリキュラムの見直
しを行う方針。

＜対応方針＞
就職支援に向けて、受講生に本
人の目標とする訓練カリキュラ
ムであるかを確認してもらうた
め訓練説明会や見学会への参加
を勧奨するとともに、ハロー
ワーク職員の訓練内容に対する
知識を深め、適切な受講あっせ
んに努める。
また、事業主に対して職業訓練
の周知・広報を図り、訓練修了
者歓迎求人の確保を推進する。

＜対応方針＞
コースの拡充には、受講希望者
の増加が必要であるが、現状で
は応募倍率、定員充足率は
100％未満となっている。
当該コースにかかる受講ニーズ
を十分に踏まえた検討が必要。

＜意見等＞
引き続きデジタル人材が不足し
ている（質・量とも）

＜意見等＞
・（訓練受講者の）就職率を意
識しすぎるあまり、短期の就労
先をあっせんしようとする訓練
施設があると聞いたが、公的職
業訓練の趣旨になじまないので
はないか？
・受講生間のトラブルを避ける
ため受講生同士のコミュニケー
ションを禁止している訓練施設
があると聞いたが、（受講生同
士の交流は）就職に向けたモチ
ベーションの向上に効果がある
のではないか？

＜意見等＞
・訓練内容、訓練レベルの細分
化については受講者のモチベー
ションに十分に注意し、慎重に
行う必要がある。
・職業訓練中に行うキャリアコ
ンサルティングはそれぞれの訓
練コース、業界についての専門
知識を有したキャリアコンサル
タントが担当するとより効果的
なものとなる。
・企業に対するヒアリング結果
は企業が求める人材をあらわす
ものであるので、訓練受講生に
対してフィードバックしたほう
がよい。
・受講生のコミュニケーション
スキル向上のため、グループ
ワークの実施が効果的である。

＜意見等＞
（事務局提案の概要）
・令和5年度と同規模で公的職
業訓練を実施
・（応募倍率低、就職率高）
「介護・医療・福祉分野」、
「金属加工・溶接」→周知、受
講勧奨の強化
・（応募倍率高、就職率低）
「IT分野」「デザイン分野」→
一層の設定促進と就職率向上の
取組
・委託訓練の定員充足→受講申
込締切日から受講開始日までの
期間短縮、受講者増加のための
取組
・デジタル人材の不足→デジタ
ル分野の重点化、訓練内容の見
直し

※事務局提案どおり可決

＜対応方針＞ ＜対応方針＞
・雇用保険適用就職を目指すも
のであるので、一概に短期就労
がすべていけないというもので
はないが、訓練コースとの関連
性や個々の受講生の就職目標と
照らし合わせ、必要があれば対
応する。
・受講生同士のコミュニケー
ションを一律に禁止するもので
はないが、一部でトラブルも散
見されるため、一定のガイドラ
インは必要と考えている。

＜対応方針＞
・訓練内容や訓練レベルを設定
する際に慎重に検討する。
・訓練分野に精通したキャリア
コンサルタントが担当するよ
う、各訓練機関に求めていく。

＜対応方針＞

11 埼玉

＜意見等＞
・地域におけるリスキリング推
進事業に関して、中小企業のた
めのデジタル人材育成事業、中
小企業在職者の技術向上支援事
業を令和5年度地域職業訓練実
施計画に追加することに同意し
た。

10 群馬

＜意見等＞
県の生活困窮者自立支援制度主
管部局から、困窮者の多くは数
日中に所持金が尽きてしまうよ
うな方なので、訓練以前の課題
解決が最優先としたうえで、
訓練については
・自家用車を保有していない困
窮者が一定数おり、地域の特性
として公共交通機関の利用が不
便であるため、通所が難しいこ
と。
・（支援）訓練の出席要件が厳
しいこと。
・生活保護の最低生活費は、単
身世帯で賃貸住宅に生活してい
る方は約１１万円となってお
り、訓練をしつつ生活を維持す
るために給付金額を1５万円程
度に引き上げることを検討いた
だきたい。
といった意見があった。

求職者支援制度の活用やハロー
ワークとの連携を図ることの必
要性等、認識の共有を行った。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
デジタル化への対応は必須であ
り、デジタルリテラシーの向上
も重要と認識しているが、そも
そもデジタル分野における訓練
科目修了者の習熟度と企業にお
ける人材ニーズでは隔たり（多
種多様）があり、その部分の意
見集約等が必要との意見があっ
た。

＜意見等＞
構成員からは、求職者支援訓練
におけるIT分野の就職率が低調
な理由について、次回の協議会
において数字的根拠を含めた資
料説明を求められた。
IT分野や人材不足分野の新たな
訓練科目の設定・拡充は前提と
して必然だが、訓練修了者の就
職後の支援も必要との意見も
あった。

＜意見等＞
令和５年度については、WGに
おいてデジタル分野及び介護分
野を検証。修了者や採用企業か
らは専門的な知識だけでなく、
コミュニケーション能力が重要
との意見が多かったため、グ
ループワーク等受講者参加型の
カリキュラムを増やしていく必
要があるとの報告があり、構成
員から概ね賛同いただいた。

＜意見等＞
「デジタル推進人材の育成とデ
ジタルリテラシーの向上促進」
に向け、離職者訓練・在職者訓
練共に必要性は構成員全員が認
識しているものの、中小企業に
おいて、人手不足は深刻であ
り、労働力の確保と訓練との兼
ね合いが難しいとの意見が多数
あった。在職者訓練についても
同様で、「学び・学び直し」
「リ・スキリング支援」につい
ての重要性の認識と労働力の確
保が優先との意見があった。

＜対応方針＞
ワーキンググループにおいて、
採用した企業からのヒアリング
では、コミュニケーション能力
やビジネスマナーを重視した採
用との報告もあり、それらのカ
リキュラムを盛り込んだ内容を
推奨するべく訓練実施機関への
説明や、ｅラーニングコースが
増加する中での整合性を検討
し、改めて通所型訓練の重要性
を策定方針に取り組む予定。

＜対応方針＞
次回協議会において、設定コー
スにおける就職率が低調だった
訓練実施機関の要因等について
報告のうえ、分析結果について
検討。
訓練修了生より訓練修了時又は
就職決定時に提出いただく「就
職状況報告書」の提出・回収の
徹底及び就職後の支援（フォ
ローアップ）を図る。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、グループ
ワークやプレゼンなどコミュニ
ケーション能力の向上を目的と
した受講者参加型のカリキュラ
ムを訓練実施機関に提案してい
く方針。

＜対応方針＞
デジタル化の進展に対応した訓
練科目の設定や千葉県における
人材不足分野の人材確保のた
め、新たな訓練科目の設定が求
められていることを構成員間で
認識を共有。
ポリテクセンター千葉における
生産性向上人材育成支援セン
ターでの訓練や千葉県職業能力
開発協会主催の研修・セミナー
の内容を構成員間で共有。事業
主団体から団体傘下企業等へ周
知する予定。

＜意見等＞
・2024年新卒採用について、
企業説明会並びに選考に対する
エントリー数の減少を訴える企
業が多くみられたため、新卒採
用の変化を踏まえた適切な支援
をお願いしたい。
・約７割の中小企業が人手不足
に苦しんでおり調査開始以降過
去最大。今後、労働力、生産年
齢人口が減少することを見据え
ると人手不足状況は解消しない
と想定
・製造業、ものづくり業は技術
者不足。ものづくりの企業は、
訓練校で一定の技術を身につけ
た人材を欲しており、期待して
いる。
・雇用の安定、生産性の向上、
所得向上に向けた就労支援と職
業能力開発の強化
・介護、観光、飲食、運送業、
建設業の人材確保、人材育成
・DX、GXの推進における成長
産業への就労移動及び労働移動
・技能分野では熟練技能者の高
齢化、若年者不足が大きな課題
・ものづくり技術の伝承

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
・就職できなかった者の検証を
するにあたっては、アウトプッ
ト（受講生の能力向上）、アウ
トカム（能力向上はしたが企業
側とのミスマッチ）、どちらに
課題があったのかという検証が
必要。
・コミュニケーション能力につ
いてはこの分野も限らない。各
コースの検証は、コース固有の
訓練成果、効果がどうだったの
か着目してほしい。

＜意見等＞
特になし

＜対応方針＞
検討中

＜対応方針＞
検討中

13 東京

＜意見等＞
特になし

12 千葉

＜意見等＞
総務省が創設した地域リスキリ
ング推進事業について、千葉県
より事業一覧にて報告があり、
事業概要について予定のものも
あり、次回協議会において詳細
を含めた次年度の予定等につい
ての提案を共有出来るようにと
の意見があった。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・ITエンジニアについて、コロ
ナ明けは未経験求人は多かった
が、現在は経験者を求める求人
が増加。
・デジタル分野について、業務
内容によっては未経験も可だ
が、若年を求める傾向。
・中小企業等において、専任の
IT部門がなく、総務などで社内
ITを行うためにITリテラシーの
高い方を求める傾向が強くなっ
ている。
・未経験、若年を教育する際の
助成金や離職からしばらくたっ
ている情報難民の方にも行き届
くような発信も引き続き必要。

＜意見等＞
無

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
においてIT分野を検証。
・ビジネススキル、コミュニ
ケーションスキルについては、
知識、技術を教えるだけでな
く、いろいろな場面でプレゼン
をしたり、テレビ会議などコ
ミュニケーションをしたり、繰
り返すことが必要。
・IT分野はレベルがいろいろな
ので、自分が訓練で何を身につ
け何ができるのかなどの伝え方
も大事。カリキュラムに組込む
のは配慮事項になると思うが、
実施機関等に今回の結果を橋渡
ししてほしい。

＜意見等＞
・就職率が低いデザイン分野に
ついて、今のデザイン業界が求
めている人材と訓練のカリキュ
ラムが乖離しているのか。

＜対応方針＞
・引き続きハローワークに来所
されない方も含めた周知・広報
に取り組む方針。

＜対応方針＞
無

＜対応方針＞
・実施機関等に対し、事前説明
会等の開催回数や内容の改善を
依頼する方針。
・ビジネススキルやコミュニ
ケーション力の向上を意識した
カリキュラムの強化を依頼する
方針。

＜対応方針＞
・受講希望者の業界認識等が足
りないことから、訓練終了後の
就職のマッチングが低くなる傾
向があるため、ハローワーク職
員の知識の向上のための施設見
学会への参加や訓練終了者歓迎
求人等の確保を推進する。

＜意見等＞
・新潟県内では、IT系専門学校
が充実していることからIT関連
企業の誘致が進んでいるが、進
出企業からは進出後にIT関連人
材の確保に苦慮しているという
話を聞いており、IT分野の職業
訓練を行っている旨の情報を関
係機関と連携し、こうした企業
にも発信してほしいとの意見が
あった。

＜意見等＞
・公共職業訓練の「IT分野」
で、また、求職者支援訓練の
「デザイン分野」で就職率が低
いことについて、以下のような
意見があった。
①訓練コースと企業のニーズと
の間でミスマッチを起している
可能性があるのではないか。
②WEBデザインの訓練期間が４
か月や６か月では資格を取るだ
けで精一杯であり、「資格取得
＝即戦力」でもない状態の中で
就職戦線に立たされている状況
がある。もう少し訓練期間を長
く設定することができないもの
か。

＜意見等＞
・検証内容は非常に貴重な内容
であり、関係者の間でしっかり
共有し、実施機関にもしっかり
と周知していただき、今後の訓
練コースのカリキュラムの改善
等に役立ててほしいとの意見が
あった。

＜意見等＞
①就職率、応募率が低調な「営
業・販売・事務」を底上げしよ
うとすることは理解できるが、
その分を他の分野に力を傾注し
たほうがよいのではないかとの
意見があった。
②求職者支援訓練への受講指示
が可能となるなど求職者支援訓
練と公共職業訓練の垣根が低く
なる中で、県と国がしっかり調
整しながら訓練計画を検討して
いくことが益々大事になってい
るとの意見があった。

＜対応方針＞
・効果検証WGのヒアリング結
果等をもとに、デジタル求人事
業所向けの周知用リーフレット
を作成し、「訓練修了者歓迎求
人」の提出に理解を求めていく
方針。

＜対応方針＞
①デジタル分野の効果検証WG
では、比較的就職率の高い訓練
実施機関を対象にヒアリングを
実施したので、そこでの取組や
採用事業主へのアンケート調査
結果等をもとに、訓練実施機関
に対し周知・指導を実施すると
ともに、左欄の取組により受講
者の求人応募機会の拡充を図る
ことにより、全体の就職率の向
上を目指していく方針。
②効果検証WGの受講者へのヒ
アリングにおいても同趣旨の要
望があり、求職者支援訓練の訓
練期間の拡大を本省へ要望した
い。

＜対応方針＞
・訓練実施機関に対して、効果
検証を基に資料を作成し、訓練
説明会や実施機関の訪問指導、
実施機関開拓の際などに周知し
理解を求めていく方針。

＜対応方針＞
①就職率が高く応募率が低い
「製造分野」や、応募率が高く
就職率が低い「デザイン分野」
については計画の策定方針
（案）に示した内容により取組
むとともに、「営業・販売・事
務分野」についても、求人求職
においてニーズの高い分野であ
り、「デジタル分野」等の重点
分野とのバランスを図る中で、
計画の中に落とし込んでいく方
針。
②求職者支援訓練、公共職業訓
練（委託訓練）の趣旨、制度の
違いなどを踏まえつつ、引き続
き地域ニーズに応じた計画策定
を進める方針。

15 新潟

＜意見等＞
・新潟県から、総務省の創設し
た「地域におけるリスキリング
の推進に関する地方財政措置」
に係る事業について、以下のよ
うな説明があり、情報の共有を
図った。
①十日町市が新入社員や経営者
向けセミナー等を行うこと。
②中魚沼郡津南町が中小企業が
従業員に対して行うリスキリン
グ理解促進のための研修費用の
補助事業等を行うこと。

14 神奈川

＜意見等＞
無
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
県の産業政策において、中小企
業の人材確保・人材育成が課題
となっている。それぞれの企業
においてリスキリングを推進
し、リスキリングした人材の配
置転換やキャリアアップによっ
て、生産性向上や成長分野への
労働移動に繋げるよう、これら
を後押ししていくことを方針と
している。
構成員からは、建設業は慢性的
な人材不足、運送業もドライ
バー不足、2024年問題への対
応が課題との意見が多くあっ
た。
従業員の処遇を改善して人材確
保を図る動きがある一方で、不
足する人材を補うための生産性
向上に向けて、ＩＴ化やＩoＴ
化の必要性を感じている企業も
多くあり、ドローン技術やＡＩ
などのデジタル技術を持った人
材を求めている企業が多い。
資源循環産業のような、いわゆ
るグリーン産業等に進出しよう
という企業も出始めている状況
という説明もあった。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
令和５年度については、ＷＧに
おいて「デジタル分野」を検
証。
効果検証の柱を以下の（１）～
（３）とし実施。
（１）求人ニーズを着実にとら
えているか
（２）求人ニーズに即した訓練
内容になっているか
（３）受講者に必要な情報が伝
えられていたか

検証結果報告とともに改善促進
策を提案。

ヒアリング結果の取りまとめが
よくできているとの声があっ
た。
ＷＧの検証報告に関する意見は
特になかった。

＜意見等＞
委託訓練の計画数と実績に乖離
がある原因は何か？委託訓練を
実施する機関が少ないのか、そ
もそも訓練を受けようとする求
職者が少ないことから結果的に
受講生が少なくなったのか？

＜対応方針＞
昨年度に引き続き、職業訓練の
デジタル分野への重点化を進め
る。
デジタル人材への求人ニーズを
業界問わず的確に把握し、デジ
タル分野職業訓練修了者のマッ
チングを推進する。
「人材開発支援策」の周知を行
い、併せて「人材開発支援助成
金」や「とやまリスキリング補
助金」を活用した企業での人材
育成を支援する。

＜対応方針＞
検証結果を踏まえて、以下の改
善促進策を次年度の訓練計画に
反映させる。
（１）コミュニケーション能力
の養成
（２）訓練受講希望者に対する
柔軟な職種選択への支援
（３）リスキリング能力（使用
するプログラミング言語が変わ
ることなどを背景に、ＩＴ業界
において求められる、自ら主体
的に学び続ける能力）の養成

＜対応方針＞
令和４年７月に雇用保険の制度
改正があり、雇用保険受給者が
求職者支援訓練を受ける場合、
公共職業安定所長による受講指
示の対象になったことにより、
給付のメリットが享受できるよ
うになった。その結果、雇用保
険受給者の職業訓練受講希望者
が、求職者支援訓練に流れたこ
とが原因であると考えている。
また、ＷＥＢのデザイン分野な
ど応募希望者の多い分野の訓練
コースが、委託訓練になかった
ことも原因であると考えてい
る。
令和５年度は、委託訓練にもＷ
ＥＢデザインコースを新設し
た。

16 富山

＜意見等＞
大学が実施しているリカレント
教育について構成員間で共有。
・介護実務者研修
・看護の喀痰吸引研修
・履修証明プログラム
（臨床美術士専修プログラム、
社会福祉専修プログラム、カウ
ンセリング専修プログラム、心
理学専修プログラム）
・地域貢献のための取組
　学内の各教員が外部講師を実
施
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・各産業で人手不足が顕著であ
り、若年の人材確保が難しい。
・プログラミングやシステム開
発ができる人材を求める声が多
い。
・データ集計・分析及びそれを
活用できる人材を求める声が多
い。
・IT・営業・経理財務の人材は
どこの産業も欲しがっている。
・IT人材を内製化したいという
声がある。

＜意見等＞
・デザイン分野に関して、応募
倍率が相当高いのに就職率が低
いが、就職していない者の動向
は把握しているのか。
・受講者の平均年齢は上昇傾向
にあり、特に定年後の再就職に
備えてPC技術を学ぶ男性が増加
している。

＜意見等＞
・社会人としてのビジネスマ
ナーを再教育してほしいという
意見があったが、本来企業で行
うことではないか。
・世代間のベースとなるスキル
を考慮して、能力開発を支援す
る必要がある。

＜意見等＞
特になし

＜対応方針＞
・ハローワークの求人部門にお
いて、より詳細な求人ニーズを
聴取し、求人票に反映させると
ともに、職業訓練制度を周知
し、訓練修了者の採用に理解を
求めていく。

＜対応方針＞
・デザイン分野の求人は実務経
験や高いスキルを求めるものが
多く、就職に苦戦している。そ
のため、デザインを専門職務と
する求人ではなく、デザインの
知識が必要な「一般事務など」
の求人に就職している。
上記の状況を踏まえ、実務経験
のない訓練修了者を受け入れて
もらえる求人を積極的に開拓し
ていく。

＜対応方針＞
・企業において当該教育にかけ
る時間が確保できないのが実情
である。また、実務経験・社会
経験が長い方には社会人として
の一般常識やビジネスマナーの
学び直しが必要かつ有効。
公共職業訓練におけるビジネス
スキル講習や求職者支援訓練の
基礎コースの受講を積極的に勧
奨していく。

＜意見等＞
北陸新幹線が福井県まで延伸さ
れることに伴い、観光の活性化
という観点で観光人材の育成に
ついても重点的に考え検討する
必要があるとの意見があった。

＜意見等＞
求職者支援訓練実施状況R3年度
とR4年度の比較で定員充足率は
増えたが、就職率が減ったのは
対象者を拡大したからかとの意
見があった。

＜意見等＞
無

＜意見等＞
地域ニーズ枠設定で子育て支援
の方の託児サービス、訓練期間
を短縮したリカレント訓練につ
いて２０％とあるが、それ以上
にはできないかと意見があっ
た。

＜対応方針＞
来年度の訓練実施計画案で検
討。

＜対応方針＞
昨年から、中高年齢者向けの訓
練を増やす傾向があり、高齢者
が多く受講され就職率が減と
なった。定員充足率は上がった
が、出口の就職先に関して検
討。

＜対応方針＞
本省の示す地域枠は２０％に
なっている。昨年度までは１
７％で設定していた。次年度は
２０％とする方針。

18 福井

＜意見等＞
６０歳以上の高齢者も多数訓練
を応募してくる。中高年齢者向
けの訓練と就職先の対策を図っ
ていく必要がある。
障害者の就職について、メンタ
ルを患う方が就職しても離職し
てしまう話を聞くため、訓練カ
リキュラムを工夫し、より多く
の精神障害者の就職支援が必
要。

17 石川

＜意見等＞
・情報システム関係団体におい
て、小学生から大学生にかけて
の若年者を対象としたICT人材
を育成している。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
山梨県は宝飾業が地場産業であ
る。県立の宝石専門学校がある
が、職業訓練でも宝飾関係の訓
練は実施すべきとの意見があっ
た。

＜意見等＞
訓練コースについて求職者の
ニーズに応じた設定となってい
るのか、訓練の定員規模につい
て新規求職者の数に比して十分
に足りているのかとの意見が
あった。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
令和４年度は、求職者支援訓練
の基礎コースの設定が１コース
しかなかったことについて、基
礎コースの必要性は理解するの
で、今後のコース設定に向けて
どのように実施していくのかと
の意見があった。

＜対応方針＞
実施を委託できる学校があれば
可能。宝飾関係の学校の情報を
提供いただければ検討する。

＜対応方針＞
ポリテクセンターの製造系訓練
は定員充足率や就職率が高く、
ニーズに合っていると考える。
事務・パソコン系の訓練が多い
が、事務系職種は一定のパソコ
ンスキルが無いと応募できない
事と、求職者が多く求人が少な
い状況からニーズには合致して
いると考えている。また、訓練
の定員規模についても、定員に
満たないコースもあることか
ら、定員の増よりも充足率の引
き上げに向けて、引き続き地域
のニーズに沿った訓練コースの
設定に努める。

＜対応方針＞
特になし。

＜対応方針＞
就職率を上げるのが難しい・応
募者が少ないと、訓練実施機関
が考えており、応募してくる機
関が少ない一方、基礎コースを
必要とする求職者が一定数存在
することから、訓練実施機関に
個別に働きかけを行い、基礎
コースの設定に努める。

＜意見等＞
第３次産業で働く者が多い長野
県であれば、特に観光産業に係
る職業訓練コースがあっても良
いのでは

＜意見等＞
現在の訓練コースはものづくり
等の工業系に偏っていないか

＜意見等＞
訓練修了生へのヒアリング３名
は少なくないか

＜意見等＞
特になし

＜対応方針＞
以前、県の委託訓練（長期高度
人材コース）で、旅行観光分野
の訓練コースの設定が２コース
あったが、いずれも受講希望者
が集まらず中止。その後も求職
者支援訓練で４ヶ月コース設定
時でも２～４人受講生での開講
となった経過もあることを踏ま
え、来年度の訓練計画策定時に
おける協議事項とする。

＜対応方針＞
昨年度に開講した訓練コース２
５０コースのうち、製造分野は
４０コース。独立行政法人高
齢・障害者・求職者雇用支援機
構で実施する訓練は、基本もの
づくり分野であるが、近年はデ
ジタル分野訓練（生産システム
エンジニア）を設け対応してお
り、今後も本部と協議しながら
地域ニーズに沿った訓練コース
の設定に努める。

＜対応方針＞
初年度の実施という面もあり実
施要領に基づく最低人数でのヒ
アリングとなった。より広くと
いう意味合いでは、来年度以降
の実施時には、ヒアリング実施
期間を一定期間確保すること
で、少しでも多くのヒアリング
が可能となるよう工夫を図る。

20 長野

＜意見等＞
・DXの人材育成は、社会人を対
象としても大切で推進するべき
ではあるが、１０代のうちの学
校教育現場での専門教育にもっ
と力を入れていくべき。

・これだけ求人倍率が高ければ
どんどん就職していくかと言う
と、雇用のミスマッチがあり必
ずしもそうはいかない。賃金等
の労働条件含め職場環境につい
ても、いい面も悪い面もしっか
り入社前に伝えていかないと、
職業訓練を受講しスキルアップ
して入社しても続かない現状も
ある。

19 山梨

＜意見等＞
・山梨県地域リスキリング推進
事業：山梨県ではカーボン
ニュートラル達成という目標に
向けた取組を促進するため、主
に住宅のビルダーを対象に高性
能省エネ住宅の供給体制確立に
向けた意識改革、知識・技術の
習得を目指したセミナーを開催
する。

・DXの人材育成は、大手企業と
異なり、中小企業ではベンダー
が作成したアプリの操作研修が
主となっている。

・介護系の学校への応募が少な
い。訓練に限らず介護職の必要
性をうまく宣伝して欲しい。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
特に意見なし

＜意見等＞
構成員からは、求職者支援訓練
の就職率が50％前後であること
に対し、雇用保険を受給できな
い方のセーフティネットとして
制度があるので、この訓練を受
講し学ぶ方にこそ、より多く就
職して活躍してもらいたいとの
意見があった。

＜意見等＞
令和５年度においてはＷＧにお
いて製造分野を検証し、受講者
を増やすため、モノづくりの魅
力の発信や求職者ニーズの高い
ＰＣ操作技能やＤＸを盛り込ん
だ訓練の検討について報告。構
成員からは、受講者が高齢化し
ていることへの対応やモノづく
り県である岐阜県においては、
事務系からモノづくり系へと誘
導することが必要との意見が
あった。

＜意見等＞
応募率が高く、就職率の低い訓
練コースについて、受講開始前
に地域の労働市場状況をしっか
りと理解させてから受講あっせ
んすべきとの意見があった。

＜対応方針＞
「製造」「介護・医療・福祉」
の分野は就職率が高いことか
ら、受講のメリットを積極的に
伝えていく方針。
「ＩＴ」「デザイン」分野の就
職率が高いことから、訓練コー
スの拡大に取り組む方針。

＜対応方針＞
指定来所日等におけるハロー
ワークでの支援を強化していく
方針。

＜対応方針＞
報告内容を受け、見学会や体験
会の実施やＰＣ技能操作やＤＸ
等を含んだカリキュラムとする
よう訓練実施施設に働きかける
とともに、モノづくりの魅力が
伝わるものとなるよう訓練案内
チラシの見直しを進める方針。

＜対応方針＞
応募率が高く、就職率が低い訓
練に限らず、ハローワークにお
ける訓練相談においては、地域
の労働市場の状況や求人状況に
関する情報提供を強化する方
針。

＜意見等＞
構成員からは、
・中小企業の立場からすると、
少子高齢化によって生産年齢人
口の減少という課題があり、特
に中小零細企業においては、デ
ジタル化の推進等によって生産
性向上を図ることが急務である
ため、年度後半に向けてカリ
キュラムを集中的に設定してい
ただけるのか。
・静岡県は製造業が中心の県だ
が、製造分野の応募率（定員充
足率）が低い。
・医療事務分野は、就職率が高
いが、定員充足率が低いため、
医療事務という仕事をもっと広
く周知する必要がある。また、
医療事務に加えて、「医師事務
作業補助」が対象となるような
訓練科目も追加してほしい。
といった意見・要望があった。

＜意見等＞
構成員からは
・類似した委託訓練と求職者支
援訓練があるが、それぞれ地域
や実施機関が開講期間を調整す
るなど、重複しないよう配慮が
必要。
といった意見があった。

＜意見等＞
構成員からは
・求職者と企業のニーズをどう
一致させて、より多くの方が働
ける環境を作っていくことが非
常に大事であり、就職率が低い
分野に対しては、より精査を
しっかりする必要がある
といった意見があった。
　また、令和５年度は、WGに
おいて、応募倍率が高く、就職
率が低い分野の「営業・販売・
事務分野」を検証。ヒアリング
では職業訓練実施機関や企業か
ら、
「ワードやエクセルに加えて、
パワーポイントやクラウド管理
等のプラス要素の習得は、就職
可能性に影響する」
「「資格取得」は、地域の求人
ニーズを十分に精査して設定す
る必要がある」
「受講生等への就職支援には、
ハローワークとの連携は有効」
「訓練によりスキルを身に付け
た人材がいることを知らない事
業主も多い」
といった意見があった。

＜意見等＞
構成員からは、左記（ａ）から
（ｃ）にあげた意見のほか、
・デジタル分野の能力開発の重
要性の発信にあたり、もう少し
かみ砕いて、どのレベルの人材
のことなのかを明記した方がわ
かりやすいと感じる。
・事業主に対する広報強化にあ
たっては、中小企業の人材不足
への対応のためにも、中小企業
団体がタイアップさせていただ
ければいいと感じる。
といった意見があった。

＜対応方針＞
・デジタル分野の公共職業訓練
は年度後半に複数回開講予定。
・次年度計画においても、国全
体の方針やニーズ等を踏まえ
て、デジタル分野を重点的に設
定する方針。
・定員充足率が低い分野は、訓
練終了後の効果を含めた受講勧
奨を強化する方針。

＜対応方針＞
・公共職業訓練と求職者支援訓
練の設定等の状況について、労
働局を介した情報共有を徹底す
る方針。

＜対応方針＞
・ 応募倍率が高く、就職率が低
い分野（営業・販売・事務分
野）については、求人のニーズ
を精査して訓練内容を設定する
ほか、事業主に対する公的職業
訓練（スキルを身に付けた人材
がいること）に関する広報等を
強化する方針。

＜対応方針＞
・全体の規模は、令和５年度計
画と同程度の規模とする。
・デジタル分野の訓練を重点化
しつつ、求人ニーズに応じた訓
練設定を行うとともに、新たな
訓練実施機関の開拓に努める。
・応募倍率が低く就職率が高い
分野（医療事務分野）は、開催
地域や実施期間の設定に配慮す
るとともに、受講勧奨を強化す
る。
・応募倍率が高く就職率が低い
分野（営業・販売・事務分野）
は、求人ニーズを精査した訓練
内容の設定のほか、公的職業訓
練の広報を強化する。
・事業主団体や工業団地協同組
合への周知を行う。
との方針。

22 静岡

＜意見等＞
構成員（職業教育振興会）か
ら、
・県内では専門学校の学科の約
半数が国の認定を受けて、それ
ぞれの分野において、２年から
４年の長期の人材養成に取り組
んでおり、引き続き、地域の
ニーズに合わせた専門的職業人
材を育成していきたい。
といった現状共有があった。

21 岐阜

＜意見等＞
特に意見なし
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
職業訓練に関するアンケート調
査結果について説明。また、県
内のデジタル人材が7万人不足
していることの調査結果に基づ
き、2022年3月に策定した
「あいちデジタル人材育成アク
ションプラン」により、中小企
業、離転職者、未来の産業を担
う人材への支援を３つの柱とし
た施策を実施していることを説
明した。
構成員からは、あらゆる業種、
職種で人が足りないこと、社員
全員に一定レベルのITリテラ
シーが必要であること、専門職
とマネジメントの橋渡しを担う
人材が必要であること、企業の
構造改革に対して主体的に動い
ていける人材ニーズが高まって
いることについて意見があっ
た。

＜意見等＞
構成員からは、人手不足企業と
訓練修了者とのマッチング機会
が必要であること、就職率が低
い訓練分野に関して、訓練受講
申し込みに際し、訓練修了後の
就職により想定される賃金水
準、仕上り像をキャリアコンサ
ルティングなどによって明確に
する必要があることの意見が
あった。

＜意見等＞
WGにおいて検証した「営業・
販売・事務分野」において、イ
ンボイス制度及び電子帳簿保存
法、コミュニケーション能力が
必要であること、参考として検
証した「デジタル分野」におい
て、プログラムを書く能力とと
もに読むことや説明できること
も重要であることの報告があっ
た。

＜意見等＞
デジタル人材のさらなる育成が
必要であることについて、意見
があった。

＜対応方針＞
デジタル分野の離職者向け訓練
の定員数を拡充する方針。ま
た、訓練開講地域の格差是正の
ため、引き続き公的職業訓練実
施施設の開拓を図る方針。

＜対応方針＞
ハローワークにおける個別担当
者制の設定、訓練修了者向け求
人の充実、キャリアコンサル
ティングのさらなる充実を図る
方針。

＜対応方針＞
報告を受けて、「営業・販売・
事務分野」においては新たな制
度や法改正、「デジタル分野」
についてはＤＸスキル標準につ
いて、カリキュラムへの設定を
推奨する方針。

＜対応方針＞
介護・医療・福祉分野の受講勧
奨の強化、デザイン分野のさら
なる設定促進、委託訓練の受講
者減少への対策、デジタル分野
の一層の設定促進を図る方針。

＜意見等＞
デジタル関係の講習会に参加し
たことがあり、ITが急速に進化
していることを肌で感じてお
り、従来と比較してより効果的
な事業展開が期待できるところ
であり、デジタル分野における
重要性を感じている。
ただし、職業訓練も含め、こう
いった学びの機会があることを
知らない方が多い。職業訓練の
ような学びの場があるというこ
とをもっとアピールしていく必
要がある。

＜意見等＞
定員充足率は各分野それぞれで
あるが、製造分野において低調
であると思われ、女性の受講者
数をもっと増やしていければ、
充足率の上昇につながるのでは
ないか。
女性活躍社会の中で、女性は労
働力として重要であり、職業訓
練の受講勧奨に力を入れていく
べきである。

＜意見等＞
技術が進歩してきている中にお
いても、必ず人でないとできな
いことはあり、そういう部分で
のマネジメントの重要性を感じ
ている。ビジネスマナーを含め
た様々なスキルアップのために
は指導者の育成が必須である
が、そういった中での職業訓練
の役割には期待している。

＜意見等＞
特になし。

＜対応方針＞
在職者に対しては県のDX推進人
材育成事業や機構の生産性向上
支援訓練の周知・利用を促進
し、特に中小企業におけるDX人
材育成を図る。
安定所でのデジタル分野の求人
受理時においては具体的な求め
られる人材像を丁寧に把握し、
当該内容を訓練カリキュラムに
も反映したり参考にすることで
訓練修了者とのマッチングを図
る。
また、職業訓練について１人で
も多くの方に知ってもらうた
め、独自のポスター等を用いて
周知広報を行う。

＜対応方針＞
製造分野での女性の受講割合が
３割程度に留まっているので、
施設見学会を中心に訓練の特徴
や受講することのメリット、訓
練現場の環境等について、より
イメージができるように案内を
行う。

＜対応方針＞
ビジネススキル向上に関する訓
練内容の充実について、訓練修
了生や採用企業からいただいた
意見を訓練実施校に伝え、ビジ
ネススキルに関する訓練をより
実践的・効果的に実施してい
く。

24 三重

＜意見等＞
三重大学ではIT系のリスキリン
グ教育を実施しており、少し内
容は高度になっている。
令和５年度から各機関が連携し
たプラットフォームを形成し、
大学等と社会との連携をより深
化させ、リカレント教育を推進
し、様々なセミナーを開催して
いる。

23 愛知

＜意見等＞
人材開発支援助成金の活用勧奨
や、組織を超えた人材育成の各
種支援制度を取りまとめリーフ
レットを活用していることを説
明した。また、構成員からは、
中小企業庁が公表した、小規模
事業者に支援機関が伴走して課
題解消を目指すための「人材活
用ガイドライン」について説明
及び周知に課題があることにつ
いて報告があった。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

 ＜意見等＞
傘下企業において、人材不足に
陥っているという意見を聞いて
いる。特にものづくりの現場サ
イドに不足感の課題がある、と
の意見があった。

ものづくり分野の人材ニーズを
踏まえた訓練について、公的機
関であるポリテクセンターやテ
クノカレッジ等の活用を行うの
であれば、既存機能を拡充して
いくことが望ましい、との意見
があった。

県内では製造業の企業が多く、
非正規労働者も多いため、求職
者の経歴に上積みが期待できる
訓練が理想ではないか、との意
見があった。

＜意見等＞
県内施設で実施されている職業
能力開発プログラムが高い実績
を上げていることは認識してい
るが、この実績やプログラムを
ＳＮＳ等で発信し、民間の再就
職サイト活用者への周知を進め
てはどうか、との意見があっ
た。

若年者・就職氷河期世代など、
正規雇用の経験が少ない求職者
にとって、自分に何が出来る
か・何の仕事に就きたいかが明
確になっていないケースが多
い。就職先候補となる求人票と
も照らし合わせた動機づけが重
要だと考える、との意見があっ
た。

一定の訓練期間の中でもっと企
業と触れ合える機会、例えば、
訓練中のインターンシップを作
れたらどうか、との意見があっ
た。

＜意見等＞ ＜意見等＞
デジタル分野の訓練について、
当県の課題や弱みは、サービス
業、WEBデザインのデジタル人
材のニーズが少なく、ミスマッ
チがおこる可能性があるため、
強みであるものづくり業界に焦
点をあてるべきとの意見があっ
た。

＜対応方針＞
地域特性に配慮した訓練科目の
配置とともに、求人、求職側双
方のニーズに対応した訓練とな
るよう検討していく。また、既
存の訓練施設機能の拡充を行い
人材の育成を行っていく方針。

ハローワーク窓口での訓練の受
講あっせんにおいても、求職者
の経験・技能に応じた適切な受
講あっせんが重要であり、今後
とも取り組んでいく。

＜対応方針＞
情報を周知していくことは重要
であり、今後もホームページを
始めSNSを含めた周知の充実を
図っていく。

若年者や就職氷河期世代につい
ては、就労経験が少ないことな
どから、勤労観や職業観が定
まっていないという課題もあ
り、各機関では、適切な受講
あっせんを始めキャリアコンサ
ルティングにより丁寧な対応を
行っていく。

職業訓練の一部の手法として、
施設内で実施する職業訓練と企
業に委託した企業実習を組み合
わせた、デュアルシステム訓練
等について引き続き実施してい
く。

＜対応方針＞
デジタル人材については、今後
の動向や企業におけるDXの進展
などを注視し、求められる人材
ニーズを把握し、必要な対応を
行っていく。
なお、既存のものづくり分野対
応施設については、求人者ニー
ズに対応した訓練を実施し、人
材の育成を図っていく。

25 滋賀

＜意見等＞
滋賀大学が実施しているリカレ
ント教育や、リスキリングプロ
グラムの最近の動きについて、
構成員間で共有。

総務省が創設した地域における
リスキリング推進事業につい
て、滋賀県内の取り組み状況
を、構成員間で共有。

県内で令和7年に移転新築され
る滋賀県東北部工業技術セン
ターの活用について構成員間で
共有。

滋賀県で令和10年度に開校予定
の高専について、構成員間で共
有。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
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（c）訓練効果の把握・
検証等
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発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
企業が人材を求めるにあたり、
必要なスキルや訓練内容が企業
にも明確でない場合等もある
が、どのような方法で職業訓練
の内容を決めているのか、との
意見があった。

＜意見等＞
製造分野における受講者は多い
が、訓練で技術を身に付けた
後、就職する企業があるのか懸
念されるとの意見があった。

＜意見等＞
令和５年度においては、IT分野
の職業訓練を検証。構成員から
は、アンケート内のある科目の
内容が役に立っているかとの質
問に対し訓練修了生と採用企業
で相反する回答があったので、
修了生と、その修了生を採用し
た企業の回答を双方、対応させ
るような見せ方をした方が、分
かりやすいのではないか。
また、採用された企業がどのよ
うな開発領域をしているところ
なのか具体的に把握した上で、
その企業に就職した修了生はど
のような自己評価をしており、
それに対して採用企業はどう思
うか等の分析も重要ではないか
との意見があった。

＜意見等＞
構成員からとくに意見等無し。

＜対応方針＞
府の施設内訓練は、就職率等の
客観的な判断材料に加え、訓練
生の就職斡旋に係る企業訪問時
に聞き取りを行うなど、ニーズ
の把握に努めている。併せて、
外部有識者等で構成する委員会
において、ご意見をいただきな
がら訓練内容等を決めている。
機構施設内訓練は、就職先へ訓
練修了生に不足している点が無
いか等も含めてヒアリング調査
し、企業のニーズを確認してい
る。そのニーズ等を踏まえて全
国の標準的なコースに地域に合
わせて若干カリキュラムを変更
している場合もある。このよう
な取組みを継続していく。

＜対応方針＞
受講者が多く就職率が低い分
野、受講者が少なく就職率が高
い分野を分析しながら、ハロー
ワークを中心に受講者にあった
就職先の開拓を引き続き強化し
ていく。

＜対応方針＞
次年度の協議会ワーキンググ
ループにおいて、ヒアリング内
容の項目や手法、効果検証結果
の報告方法等を検討。

26 京都

＜意見等＞
構成員からとくに意見等無し。
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施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・前回の会議で旅行観光分野に
ついて、宿泊業など人手不足が
深刻で人材確保が課題であると
し、当該分野の訓練コース設定
について意見を申し上げた。そ
の際、専門的なコースになるの
で設定が難しく、営業販売事務
分野で育成していくなどの話が
あった。その後、カリキュラム
で改善等された点はあるのか。

＜意見等＞
・令和５年７月末時点の都道府
県委託訓練について、受講者数
のうち女性の人数がかなり低い
が、何か理由はあるのか。
・求職者支援訓練のうち建設分
野の就職率が低い要因は何か。

・求職者支援訓練で基礎コース
について４０歳以上で実践コー
スと構成比が逆転している。こ
れは、いったん労働市場を退出
された方が多いのか、今まで働
いていなかった方が多いのか、
その要因について教えてほし
い。

＜意見等＞
・ヒアリング結果では、受講生
の意欲向上支援がポイントとあ
るが、専修学校各種学校連合会
としても苦慮しているところが
あり、何かヒント等あれば教え
ていただきたい。

＜意見等＞
訓練実施方針案に大阪・関西万
博を見据えた人材育成とある
が、具体的な開講コースがあれ
ば教えていただきたい。

＜対応方針＞
・専門性の高い分野であり、３
か月、４か月の実施期間では習
得できるスキルが限られてくる
ため、今回はこのように特化し
たコースを設定いただいた。今
後、営業分野等の訓練カリキュ
ラムの中に、観光・宿泊業でも
役立つようなスキルを学んでい
ただける機会が組み込めるよう
検討を進めていきたい。

・ホテル業界の人手不足は顕
著。ただ、高いホスピタリティ
が求められるなどハードルが高
いイメージがある。従って、ビ
ジネスマナーの講習よりは、イ
ンターンシップ等体験型が有効
と思われる。

＜対応方針＞
・令和４年度実績では2,572人
となり、７割以上を占めてい
る。R５年度内容は再度確認の
上回答することとする。
・建設分野の主なコースは建築
CADのコースとなり、建設分野
として一般的に想定されるより
は低い就職率となっている。

・正確な事情は把握していない
が、育児等で離職された方や、
長年在職された方が初めて離職
し基礎から学びたいという方が
選ばれているのではないかと思
う。

＜対応方針＞
・入り口の段階で、希望される
訓練への意欲面等も確認させて
いただいている。その後、月1
回のキャリアコンサルティング
等により意欲面へのフォローも
行っていくが、訓練実施機関等
とも連携して継続した支援を実
施していく必要があると認識し
ている。

＜対応方針＞
・求職者支援訓練の基礎コース
であるが、9月より観光関連の
コースが1コース開講中であ
る。

27 大阪

＜意見等＞
関西蓄電池人材育成等コンソー
シアム経過報告について

　令和５年度は、工業高校・高
専等の教育に対して説明会を開
催。産学共同で学習内容、教材
等を検討を実施し、12月から大
阪公立大高専でデモンストレー
ションを予定。検討会では高校
生、高専生を対象とした「バッ
テリーについて学びながら興味
関心を持つ」きっかけとなる教
育プロブラムについて検討を実
施。
　学生に響く内容かつ教育機関
において広く導入・横展開が可
能な構成内容となるよう産学共
同で教育プログラムの具体化を
進める。
　なお、公共職業能力開発施設
においては、既存メニューでの
活用可能性を検討する。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明が
あった。
・県の主要産業である製造分野
において、中小企業を中心に人
手不足感が強い。
・採用意欲が旺盛な事業所があ
る一方で、物価高、燃料高等に
よる経営環境の不確実性が懸念
材料となっている。

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明が
あった。
・新規求職者数、特定求職者数
は減少傾向にあるものの県内ハ
ローワークによる受講あっせん
数は増加している。
・県の職業能力開発施設が実施
する製造分野の職業訓練につい
ては、就職率は高いものの、入
校者数が減少傾向にあり、企業
側が採用を増やしていることに
併せて、離職者側も訓練の受講
より、早期に就職したいという
ニーズが高まっている。
・委託訓練、求職者支援訓練と
もに、デジタル分野（Webデザ
イン分野）の訓練の応募率が高
い。
・求職者支援訓練において開講
率、定員充足率が上がってきた
のは喜ばしいが、実践コースの
就職率に苦戦しているようなの
で、企業の求人ニースをしっか
りと捉えるべきといった意見が
あった。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいて「デジタル分野」を検
証。基礎的な知識・技能の習得
が、未経験でも就職につながる
可能性を広げており、即戦力で
なくても、就職後の応用力の
アップにつながる人材育成とい
う視点に立った訓練内容の設定
などについて検討が必要という
結果を共有した。

・訓練実施機関から要望のあっ
た、ハローワーク職員と訓練実
施機関との勉強会等関係強化に
ついては、積極的に推進してい
くべきとの意見があった。

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明が
あった。
・訓練計画の規模としては、今
年度と同程度の規模で実施。
・県の主要産業である製造業の
振興を支える人材育成に資する
訓練、デジタル推進人材の育成
に向けた訓練、人材不足感が強
く求人・求職の規模が大きい介
護・福祉分野の訓練について効
果的な訓練が実施できるよう計
画する。
・少子高齢化社会の進展に向
け、一人一人の労働生産性を高
めていくため、中高年齢層を対
象としたものや、子育て世代に
配慮した訓練を計画する。

＜対応方針＞
中小企業を中心に人材不足感が
高まっている製造業や、高齢化
の進展に伴い人材ニーズがより
高まっている介護・福祉分野な
どの訓練受講者の確保に向けた
取組を強化していく方針。

＜対応方針＞
・県の公共職業能力開発施設の
充実強化に向けて、離職者向け
訓練の科目再編、中小企業等の
ニーズに対応した生産性向上や
新製品開発等に必要な知識等の
習得を目指す在職者訓練を充実
させていく。
・委託訓練・求職者支援訓練に
おいて、デジタル分野の拡充を
図る。
・受講率が高く就職率が低い訓
練に対し、修了者への効果的な
就職支援を実施していく方針。

＜対応方針＞
令和6年度においても、引き続
き実施していく。検証分野につ
いては、次回の協議会にて選定
する。

＜対応方針＞
製造分野の訓練について就職率
は高いものの、応募倍率、定員
充足率が低調なため、より積極
的な周知・広報、受講勧奨の強
化が必要で、コースの再編等も
検討していく。応募倍率の高い
デジタル分野の訓練について
は、よりコースの設定を促進
し、就職率を向上させるため、
求人ニーズに沿った訓練内容の
検討やハローワーク職員等のデ
ジタル分野に係る知識向上を図
り、効果的な就職支援を実施し
ていく。介護・福祉分野につい
ては、求人・求職のミスマッチ
解消に向け、仕事理解や訓練制
度周知の説明会・見学会等をよ
り拡充させ受講者確保に務め
る。

28 兵庫

＜意見等＞
・大学が実施しているリカレン
ト事業の内容を紹介。地域の子
育て支援員や保育施設職員に対
する研修内容等について構成員
間で共有した。
・高校生に対するキャリア教育
の一環として教育委員会が実施
しているインターンシップや業
界人を非常勤講師として招聘し
実務指導等を行う事業につい
て、構成員間で共有した。

・総務省が創設した地域におけ
るリスキリング推進事業につい
て、対象となる自治体の事業に
ついて情報共有するとともに、
地域職業訓練実施計画への追加
が承認された。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・介護・医療・福祉分野の人材
確保が課題となるので、職業訓
練の受講者数の確保は必要。
・人材育成は大きな課題。新
規・中途採用者を職場で育成す
る余力がない企業が多いので、
職種別に訓練科目があれば、企
業・職場の負担が少なく、再就
職先への移行もスムーズにいく
のでは。
・WGでは、いずれの分野でも
企業から習得してほしいスキル
はコミュニケーション能力との
説明があったが、企業単体での
研修は難しいのか、企業団体規
模で、コミュニケーション研修
を企画すると、すぐに定員が埋
まってしまう。

＜意見等＞
・WGでも報告はあったが、職
業訓練で、介護等の体験や実習
は有効と社内でも話が出てい
る。同業者（介護系）なので、
職員に聞くが、職業訓練を知っ
ている人はほとんどいなかっ
た。
・職業紹介事業者だが、派遣社
員から「年金の壁」についての
相談は多いが、職業訓練のこと
が話題になったり、相談される
ことはないため認知度は低いと
感じるので、周知が必要では。
・WGで報告のあった、受講修
了生メッセージをアナウンスす
れば、訓練受講を迷っている人
の道しるべになるのでは。

＜意見等＞
・WGにおいて、「デザイン分
野」「介護・医療・福祉分野」
「理容・美容関連分野」を検
証。企業は職業訓練のことを知
る機会が少ないことやスキルを
習得した受講生は採用に大きな
影響があること、訓練目的に
マッチした求職者の誘導をして
欲しいとの要望等があったこと
を報告。
・スキルを習得した者を企業が
採用できるので、もっと訓練制
度を推し進めてほしい。
・WGで、HW、訓練実施機
関、企業との連携が重要と説明
があったが、非常に重要な点で
あると考えている。
・HWへの意見として、職業相
談時に訓練は再就職が目的であ
ることを説明してほしいとの声
があるので、改善に向けた取組
みをお願いしたい。

＜意見等＞
・来年度に検証する分野とし
て、「医療事務分野」「営業・
販売・事務分野」「IT分野」を
提案。また、委託訓練受講者数
が減少しているため、来年度に
向け、受講者確保に向けた取組
強化の必要性について説明。
・「介護・医療・福祉分野」の
人材確保が課題となっている
が、令和６年度実施計画策定方
針案の実施状況の分析に記載さ
れていないので、記載するべき
では。

＜対応方針＞
・HW職員対象の訓練施設見学
や説明会を実施し、求職者に応
じた訓練コース説明ができる体
制作りを構築していく。
・企業に対して、職業訓練につ
いて説明することで認知度を上
げていく。また、HWでは、求
人票等に「訓練修了生歓迎求
人」などの確保を行うことで、
充足支援と訓練周知を行う。
・訓練を受講することでコミュ
ニケーション能力が高くなるこ
とを事業所に説明する機会を確
保していく。

＜対応方針＞
・職業訓練の認知度アップの取
組みを行っていく。

＜対応方針＞
・訓練実施機関、企業、HWの
連携が密になっていくための取
組みを行っていく。

＜対応方針＞
・令和６年度実施計画策定方針
案の実施状況の分析には、来年
度WGで検討する予定の分野を
記載している。このため、「介
護・医療・福祉分野」について
は、別途受講者数確保は進めて
いく。

＜意見等＞
・県の産業施策について、新規
事業、観光誘致、ＩＴ企業誘致
等について説明があった。
構成員からは、新規産業から関
連産業まで複合的に事業を進め
ることで雇用の創出ができると
の意見があった。
・ハイコードスキルだけでな
く、基礎的なＩＴスキル（パソ
コン操作スキル）も必要。
・人材不足が進む中、事業所に
おいては既存の労働者の流出を
防ぎながら生産性向上を図るた
め、在職者訓練を充実・強化す
る必要がある。

＜意見等＞
・事業経費等を把握し、費用対
効果を踏まえた訓練を実施すべ
き。

＜意見等＞
令和５年度はデジタル分野につ
いて検証した。
・採用企業及び受講者からは一
定の評価を得た一方、より高度
な技術習得の要望があった。現
行の６か月では習得は困難なた
め、期間を１年以上とするなど
改善の必要性について報告が
あった。
・訓練実施機関及び受講者か
ら、就職支援強化の要望があっ
た。
構成員の意見
・デジタル分野のＷｅｂデザイ
ン系コースについて、地域や企
業のニーズがあったのか。デジ
タル人材育成に合った訓練コー
スを設定することが必要。

＜意見等＞
・従来の計画を基に、数値目標
にとらわれず、現状を踏まえて
バランスを取りながら柔軟に対
応すること。

＜対応方針＞
・引き続き、企業ニーズの把握
に努める。
・デジタル重点化として、デジ
タル分野の割合を増加する方
針。
・県及びポリテクセンターにお
ける在職者訓練の定員数を増加
する方針。

＜対応方針＞
・引き続き、地域ニーズを把
握、改善を図るとともに、バラ
ンスを取りながら実施する。

＜対応方針＞
・デジタル分野の時流に注視し
ながら、可能な部分から柔軟に
対応する。
・Ｗｅｂデザイン系コースにつ
いては、ＩＴ企業以外にも就職
に結びつく技術としてニーズが
あることから、引き続き設定す
る方向で検討するとともに、就
職率が向上するよう就職支援も
強化することとし、計画に反映
する方針。

＜対応方針＞
従来からの訓練計画を基に、構
成員の意見も踏まえて反映す
る。

30 和歌山

＜意見等＞
総務省が創設した地域における
リスキリング推進事業につい
て、和歌山県から「和歌山戦略
経営塾」の取組について発表が
あった。

29 奈良

＜意見等＞
・長期高度人材育成コースとし
て介護分野の訓練を設定してい
るが、今年度は受講生がいない
状況となっている。学校とし
て、海外留学生の受け入れなど
も考えているが、円安の影響も
あり確保が難しく、周知にも限
界があるが何とかしていきた
い。
・専修学校として、高校の先生
を対象とした説明会を実施した
ところ進学した学生もいた。生
徒の進学相談をしている先生方
に専修学校を知ってもらうこと
が重要だと感じた。
・介護職の担い手が少ないが、
介護職＝大変とのイメージが先
走っている印象がある。今は昔
のイメージと違うため、介護職
の「魅力発信」の動画等をホー
ムページ等で公開している。ま
た、介護職の呼び方を、人生に
寄り添う仕事「ライフアテンデ
ント」としてみることも考えて
いる。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
デジタル人材が質・量ともに不
足しており、職業訓練のデジタ
ル分野の重点化を計画的に取り
組むことが必要である。
労働力不足やデジタル化等の社
会変革が加速する中、産業の持
続・成長に必要なデジタル人材
育成を柱としたリスキリングを
推進する必要がある。

＜意見等＞
構成員から就職率が低い分野に
ついては、求人ニーズに即した
効果的な訓練内容か検討し、カ
リキュラムの変更についても大
胆な変更が必要ではないかと意
見があった。

＜意見等＞
令和５年度については、WGに
おいて介護及び保育分野を検
証。採用企業からの意見として
利用者とのコミュニケーション
能力を介護業務の前提として考
えており、職業訓練中に習得し
て欲しいという意見があった。
構成員からはコミュニケーショ
ン能力の向上が職場定着にも繋
がっていくと思うので、カリ
キュラムの中で取組んで欲しい
との意見があった。

＜意見等＞
求職者の訓練と在職者の訓練で
一貫性を持つ必要がある。就職
したら終わりではなくて、就職
先に在職者訓練で企業に合った
ものが受けられて関連性ができ
たら良いと思う。

＜対応方針＞
デジタル人材の育成・確保が不
可欠となっている現状から、デ
ジタル分野の訓練コースの定員
の拡充を図っていく。
経営者向けにリスキリングにつ
いてのセミナーやイベントの開
催を行っていく。

＜対応方針＞
就職率向上のため、ハローワー
ク窓口職員の知識の向上、訓練
実施機関による事前説明会・見
学会の機会の確保、訓練修了者
歓迎求人等の確保の推進を図
る。
訓練修了者の採用後のミスマッ
チ防止のため、事業所ニーズや
訓練レベルの理解が促進される
よう、訓練実施機関とハロー
ワークが連携した支援の充実を
図る。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、R６年度に
開始する訓練からコミュニケー
ションにかかるカリキュラムの
重要性について訓練実施機関と
情報共有し、講師選定や訓練内
容の検討を求めていく方針

＜対応方針＞
在職者訓練について事業所の
ニーズなどを今まで以上に把握
し、訓練内容等の検討と周知を
図る。

＜意見等＞
（島根県）
デジタル化に取り組んでいる企
業が少なく、デジタル人材も少
ない。各企業の段階に応じてデ
ジタル化や人材育成の支援を行
う必要がある。

（中小企業団体）
人材不足分野、特に介護などは
今後外国人の働き手が増えてい
くと思う。

（経営者協会）
若者はキャリアアップに前向き
だが、企業に所属する中堅層の
モチベーションアップが課題と
なっている。在職者訓練などで
そこに手を付けてほしい。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜意見等＞
WGからの報告内容・改善案に
ついて、反対意見や指摘などは
なし。

具体的改善案として「職業訓練
用キャリアコンサルティングマ
ニュアル」を作成することに
なったため、第2回協議会でマ
ニュアルを報告し、各構成員の
承認を伺う予定。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜対応方針＞
・地域性もあり、「DX化」とい
う段階ではない企業がほとんど
のため、まずは基礎的デジタル
リテラシーを普及していきた
い。
・外国人訓練について日本語教
室に近い訓練を実施している
が、外国人向け専門的訓練も今
後検討していきたい。
・在職者のスキルアップについ
ては、サブスク形式のオンライ
ン講座の提供や人開金の活用促
進など、企業にしっかりと周知
していきたい。

＜対応方針＞
引き続き、定員充足率および就
職率の向上を目指し、ハロー
ワーク内での訓練部門・求人部
門の連携、訓練実施機関とハ
ローワークの連携による支援の
充実を図る。

＜対応方針＞
改善案である「職業訓練用キャ
リアコンサルティングマニュア
ル」を第２回協議会までの間に
作成。
第２回協議会で承認を得て、令
和６年度より運用予定。

＜対応方針＞
昨年度とほぼ同様の策定方針だ
が、「営業・販売・事務分野」
についてはWG改善案を反映さ
せる、「介護などの人出不足分
野」については業界の魅せ方を
検討する、IT分野についてはIT
分野以外の訓練コースに基礎的
デジタルリテラシーが身につく
カリキュラムを積極的に盛り込
むこととした。

32 島根

＜意見等＞
（島根県）
島根県内で実施する地域リスキ
リング推進事業について説明。
デジタル関係を中心に、ものづ
くり関係、経営者向けなどのリ
スキリング事業を行っている。

（島根大学）
島根大学で実施しているリカレ
ント教育について説明。
観光や農林業など地域的特色の
あるプログラムや、社会人の学
び直しプログラムを行ってい
る。

31 鳥取

＜意見等＞
総務省が創設した地域における
リスキリング推進事業につい
て、県から、県内の中小企業へ
の訪問等のアウトリーチ型で、
企業個々の課題に沿った支援政
策の活用や人材育成計画の伴奏
支援を行っていると発表があ
り、現時点での相談内容につい
て共有を行った。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・人口減少の中で労働力を確保
していくためには、女性や高齢
者の活用が不可欠だが、企業に
おいては女性や高齢者のための
職務の切り出しも必要。また、
訓練に関しても女性や高齢者に
特化した内容も検討する余地が
ある。
・首都圏で採用が困難な企業
（特にIT関係）が地方へ進出し
人材確保を行うケースが増加し
ている。これに伴い、リモート
ワークが可能な求人が増加して
いる。
・即戦力の採用が厳しいため、
未経験者の採用が増加傾向にあ
る。

＜意見等＞
・IT分野の訓練については、応
募率は高いが就職率が低くなっ
ている状況であるが、今後の訓
練内容の設定には、その要因の
分析が大切。
・介護、医療、福祉分野の訓練
については、応募倍率は低いが
就職率は高くなっている要因と
して、賃金が低いというのも一
因となっている。また、介護入
門的研修を開催しているが、介
護職に関心が高い地域もあり、
訓練場所も検討する余地がある
と思われる。

＜意見等＞
・令和５年度については、ＷＧ
においてデジタル分野を検証。
デジタル分野４コースの受講
生、就職先企業、訓練実施機関
に対してアンケート調査を実施
し、その結果を基に効果検証を
行った。アンケート結果から見
える課題及び各コースにおける
今後の訓練内容等の検討及び新
たなコース設定の方向性を報
告。
なお、WGの報告書についての
意見は無かった。

＜意見等＞
・デジタル人材の育成について
は、多くのことが要求される
が、短期間で身に付くものでは
ない。訓練期間が短い為、中途
半端な内容となっている。した
がって、デジタル分野の就職率
が低いのは、企業が求めるレベ
ルに達していないことも要因の
一つと思われる。また、訓練を
受講する方も、自身で就職でき
るレベルではないことを自覚し
て就職を諦めるケースもあり就
職率を低下させているのではな
いかと思われる。
・介護、医療、福祉分野につい
て、受講勧奨の強化を図る際
に、やりがいのある業務である
ことをアピールしていただきた
い。

＜対応方針＞
・協議会での意見を踏まえ、求
人者のニーズを的確に把握し、
効果的な訓練内容を検討する方
針。

＜対応方針＞
・就職率及び応募倍率の指標を
分析したうえで、改善の方向性
を検討し、今後の訓練に反映さ
せていく方針。

＜対応方針＞
・引き続き職業訓練のデジタル
分野への重点化を進め、WGの
報告書を踏まえ訓練内容の一層
の設定促進を実施する方針。

＜対応方針＞
・「デジタル分野」等の応募倍
率が高く就職率が低い分野につ
いては、求人ニーズに即した効
果的な訓練内容を検討する方
針。
・「介護・医療・福祉」分野等
の応募倍率が低く、就職率が高
い分野については、募集日程の
検討及び訓練コースの内容や効
果を踏まえた受講勧奨を強化す
る方針。

33 岡山

＜意見等＞
・大学が実施しているリカレン
ト教育プログラム（医療スタッ
フ、看護師、助産師等が総合的
な実践能力を獲得するプログラ
ム）やデジタルヘルス人材育成
プログラム（ITとヘルスケアの
両分野の専門的知見を併せ持
ち、デジタルヘルス産業におけ
る事業開発や起業、医療機関等
での業務のDX化を図れる人材を
育成するプログラム）の内容を
共有。
・職業紹介事業者においては、
企業から情報収集を行い、どの
レベルのＩT人材が必要なのか
を把握したうえで、自社が運営
するスクールにおいてＩＴ人材
の育成を行っている。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・事務局から、若い世代を中心
にものづくり系からIT系にシフ
トしているという傾向があるこ
と、G7広島サミット開催後、
観光需要が回復していることに
ついて説明を行った。
・県から、ものづくり分野（金
属関連・機械関連）の入校者は
少ないが、就職率は高く、企業
からのニーズは高いとの報告が
あった。
・構成員から、IT業界は未経験
者は採用しない企業が多いもの
の、20代であれば情報系の大学
や専門学校を出ている方で基本
情報を持っている方であれば採
用される企業もあるとの意見が
あった。

＜意見等＞
・構成員から、応募者が少ない
コースを縮小し、応募者多い分
野のコースを増やす検討ができ
ないかとの意見があった。
・構成員から、HWに来所せず
にPCで求人を閲覧するような層
に対して、職業訓練の情報をど
のような形で提供されているの
かとの意見があった。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいてIT分野と介護・医療・福
祉分野を検証。改善促進案とし
て、実際に現場で活用できる技
能等と習得スキルのギャップが
見られたため、訓練生に適した
コース設定や就職に近づくため
のカリキュラムの設定等の報告
があった。
・構成員から、IT業界に行きた
いといってもIT業界のイメージ
ができていない方も多いので、
概要みたいなものを授業に入れ
てほしいとの意見があった。
・構成員から、被介護者の特性
に応じたスキルが必要であるこ
と等、現場のリアルさを伝える
ことができる幅広な講師選定を
してほしいとの意見があった。

＜意見等＞
・構成員から、WEB業務に就職
しようとしても求人票の表記で
は一般事務、営業等となってい
るためミスマッチがあり、求人
内容の表記について、改善すべ
きとの意見があった。。
・構成員から、ものづくりの技
能検定申込者が減少しているた
め、資格取得者が就職に有利に
なる等、企業側で資格を重視す
る雰囲気になれば受験申請者に
結びつくとの意見があった。

＜対応方針＞
・協議会での意見を踏まえ、次
年度計画に地域ニーズを反映さ
せ、令和6年4月から県施設内訓
練にデジタル分野のコースを新
設予定。

＜対応方針＞
・求人者・求職者からのニーズ
を考慮したコース設定を今後も
継続。
・HWを利用しない層への周知
方法を検討。

＜対応方針＞
・IT分野について、①レベル別
のコース設定等の工夫、②現場
で実際に活用できるスキル等の
付与、③コミュニケーション能
力を培うカリキュラムの設定、
④就職実績や修了生の声といっ
た内容を含む説明会等の実施、
⑤仕上がり像の一層の具体化、
見える化。
・介護・医療・福祉分野につい
て、①実習を充実させたコー
ス、介護事務等も学ぶことので
きるコース等、幅広なコース設
定、②実技、職場見学、職場体
験・実習の充実、③コミュニ
ケーション能力を培うカリキュ
ラムの設定、④就職実績や修了
生の声といった内容を含む説明
会等の実施、⑤介護現場のリア
ルを伝えることができる講師選
定。
・上記のWG効果検証結果を参
考として、訓練実施機関募集時
に県及び機構のHPに掲載して、
訓練実施機関に広く周知を行う
予定。

＜対応方針＞
・求人票記載内容（仕事内容の
充実、訓練受講生歓迎等）につ
いて検討。
・重点分野（デジタル、介護福
祉、ものづくり、観光）の訓練
について次年度計画にて検討。

34 広島

＜意見等＞
・中国経済産業局から、企業の
DX推進とデジタル人材育成の関
係について説明があり、国とし
ての方向性や経済産業省として
の取り組みについて情報共有を
行った。
・県から、リスキリング推進協
議会最終報告書について説明が
あり、構成員間で地域における
リスキリングの必要性を確認し
た。
・構成員から、リスキリングを
した場合の労働者のメリット
（待遇や給与面）が明示されな
いと受講につながらないとの意
見があった。

22



令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
 １．学校法人ＹＩＣ学院から厚
生労働省委託事業として、女性
求職者を対象としたＩＣＴ活用
できるサポーターの養成とその
伴走支援をするポータルサポー
トシステムを構築するプログラ
ムについて紹介。
　仕上がり像として、学校や企
業でＩＣＴ推進の支援に必要な
知識や技術を習得したＩＣＴ支
援員や企業の中で活躍できるＩ
ＣＴ活用サポーターを育成する
ことについて、男女の区別が必
要かという意見があった。
２．下関市立大学が実施してい
るリカレント教育、特に下関市
のくじら、捕鯨に関連した地域
振興や新規ビジネスにつなげる
方策を学ぶコースについて説
明。

＜意見等＞
１．就職率が70％を下回ってい
る訓練分野について、要因の分
析をしているか？
２．受講生の充足率を向上する
ために取組んでおられること
は？

＜意見等＞
・令和５年度は、ワーキンググ
ループにおいて「ＩＴ分野（デ
ザイン分野を含む）」を検証。
　企業からは、ＩＴ専門の人で
なく、ＩＴもできる人材を、ま
た、将来それを活用できる人材
を求めているという意見があっ
た。
　ＩＴスキル以外に、「営業・
接客に関する知識」いわゆるビ
ジネスマナーの習得について企
業や修了生から高い評価を得た
ことから、今後もカリキュラム
に盛り込んでいくことが必要と
いう報告があった。
　構成員からは予算の範囲で可
能なものから実施してほしいと
の意見があった。
　構成員からは、カリキュラム
の見直しについて、ワーキング
グループの提言をどのように対
処していくのか、また、高度な
スキルを短い期間で習得できる
のかという意見があった。

＜意見等＞
１．学校法人ＹＩＣ学院から厚
生労働省委託事業として、女性
求職者を対象としたＩＣＴ活用
できるサポーターの養成とその
伴走支援をするポータルサポー
トシステムを構築するプログラ
ムについて紹介。
　仕上がり像として、学校や企
業でＩＣＴ推進を支援に必要な
知識や技術を習得したＩＣＴ支
援員や企業の中で活躍できるＩ
ＣＴ活用サポーターの育成
２．下関市立大学が実施してい
るリカレント教育、特に下関市
のくじら、捕鯨に関連した地域
振興や新規ビジネスにつなげる
方策を学ぶコースについて説明
３．氷河期世代に対する就職支
援、職業訓練への誘導につい
て、ハローワークの専門窓口で
実施しているが、本人のニーズ
を踏まえ、誘導する必要があ
る。
４．ジョブ・カードの作成につ
いて、一部のハローワーク以
外、時間が限定されており、
ジョブ・カードが必要となる
デュアルコースや長期高度人材
コースの受講率が低くなるた
め、オンラインでジョブ・カー
ドが作成できるキャリア形成・
学び直し支援センターの活用に

＜意見等＞
１．受講生の確保、就職率向上
に向けて、①ハローワーク職員
の知識の向上を図る研修等の実
施、②ハローワーク職員による
訓練施設見学による訓練科目の
理解促進などを実施する等が必
要。
２．高齢者向けの訓練に基礎的
なデジタルリテラシー向上を図
るとあるが、何歳以上の高齢者
を対象としているのか？

＜対応方針＞
上記1に係る受講生の募集につ
いて、局及びハローワークと連
携し、周知・啓発、受講勧奨に
努める。
　男女の区別は、当面は事業と
して対象者を絞って、将来的に
は男女問わずも検討したい。

＜対応方針＞
１．局、県、機構においては具
体的に要因分析は行っていな
い。各コースをひとつずつ分析
する必要がある。
２．訓練内容が分かりやすい訓
練科名に変更するなどの工夫を
行っている。
　また、県の施設内訓練は充足
率が低いことから、ポリテクセ
ンターの手法について、3機関
会議で協議したり、ハローワー
クと連携し、学校訪問を通じ、
オープンキャンパス、学校紹介
への参加を促し、特に新卒者の
入校増加に努めたい。

＜対応方針＞
　ワーキンググループの提言に
ついて、6年度の訓練計画に反
映させた内容を第2回の協議会
で報告させていただきたく。
　高度なスキルの習得について
は、今回、検証した訓練は、短
期訓練において、ＩＴスキル標
準レベル1以上に相当する資格
やＰＨＰ、初級の資格取得を目
指すコースが中心である短期訓
練であること。

＜対応方針＞
１．ハローワーク職員のＩＴ分
野に関する知識向上研修を今年
度中に開催する方向で検討中。
２．県委託訓練として令和４年
度から実施しており、対象は60
歳以上、国の委託訓練実施要領
にも規定あり。

35 山口
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・求職者支援訓練の基礎コース
と実践コースの配分について
は、求人・求職双方のニーズを
的確に反映したものと思料。

・訓練のカリキュラムについて
は、専門的なスキルに、職種間
の共通スキル（対人面のコミュ
ニケーション能力、説明力、提
案力等）を組み合わせ、内容を
充実させる必要がある。実践
コースにおいても、専門的スキ
ルの取得だけでなく、それぞれ
の分野に必要な共通スキルをカ
リキュラムに組み込む考え方が
必要であり、そのことが、就職
へのマッチングをより高めるも
のと考える。

36 徳島

＜意見等＞
・人手不足が続く中、生徒数の
減少、進学率の上昇等から、製
造現場の担い手となる工業高校
からも新規高卒の採用が難しい
状況。また、大卒理系の採用も
進まず、大卒文系を工作機械の
要員として、1年程かけて育成
している企業もある。ものづく
り分野の労働力を確保する観点
からは、構造的に大卒文系等を
採用・育成していくことを企業
としても考え、同時にそのこと
を見据えた公的職業訓練の制度
設計、企業内の人材育成等を支
援する施策が必要。

・ITスキルを習得するデジタル
分野は、訓練修了者に対する企
業側の認識（例えば、IT業務全
般を習得しているとの認識）に
もミスマッチがある。企業向け
の訓練施設説明会や制作物の発
表会等を実施し、訓練内容及び
訓練修了者の習得レベルをより
明確に発信することが必要であ
り、そのことが、就職へのマッ
チングをより高めるものと考え
る。

・IT技能を習得していても、実
際の業務では、電話応対、コ
ピー、FAX、メール等もできな
いと事務職はこなせず、ＰＣし
か知らないでは業務に適応して
いくことは難しい。公的職業訓
練においても、ITの専門的・技
術的なカリキュラムだけでな
く、職種間の共通スキル（対人
面のコミュニケーション能力、
説明力、提案力等）や総合的に
業務をこなすことができる実践
的なカリキュラムを追加するこ
とが必要。

・業務データをどのように活か
し、それを用いて何をアウト
プットするのか、習得したIT技
能を実際の業務にどのように活
かすのか、そこまでスキルを落
とし込んでいかないと、企業で
活躍できる人材を育成すること
は難しい。公的職業訓練をはじ
めとする人材開発施策において
も、実践的なカリキュラムによ
る訓練内容の充実や企業内の人
材育成支援について検討が必
要。

・専門的・技術的職業、サービ
ス、生産工程、介護関連などの
人材が不足している職種につい
て、職業訓練により担い手を育
成していくことが公的職業訓練
の政策的な役割の一つではある
が、訓練の受講によりスキルを
身につけても、雇用環境や待遇
の改善が図られなければ、人材
の確保・定着は進まない。

＜意見等＞
・徳島大学から、文科省リカレ
ント教育推進事業に採択された
「エンゲージマネジメント実践
講座（とくしまリスキリング講
座）」について説明があり、取
組内容を構成員間で共有。ま
た、事業主団体から傘下企業に
対し、同講座について周知を実
施。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
・デジタル分野の訓練を受講し
ても、IT企業が求める人材は、
ハードウェア、ネットワーク、
アプリケーション等IT業務全般
をマスターした人材であり、そ
の育成には長期間を要すること
から、これを職業訓練（６月）
に求めることは難しい。

・訓練修了者のITスキルについ
て、企業側の認識（IT業務全般
を習得しているとの認識）のミ
スマッチもある。企業向けの訓
練施設説明会や制作物の発表会
等を実施し、訓練内容及び訓練
修了者の習得レベルをより明確
に発信することが必要であり、
そのことが、就職へのマッチン
グをより高めるものと考える。

・中小企業では、WEBデザイ
ナーなど、一つのIT分野に特化
したスペシャリストを雇い入れ
る余裕はない。県内企業の規模
及び現下の人手不足の状況を勘
案すれば、広く浅くIT業務全般
に対応できる人材を養成してい
く方針が必要であり、専門的な
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）を習得するカリ
キュラムも必要。

24



令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

36 徳島

＜対応方針＞
・訓練受講者及び求人企業がカ
リキュラムにより習得できる知
識・技能への認識のミスマッチ
を防ぐため、受講者に対しては
応募前の訓練施設説明会や見学
会を複数回実施し、求人企業に
対しては、ハローワークと連携
し、職業紹介時や面接会などに
おいて、訓練内容及び訓練修了
者の習得レベルをより明確に発
信するとともに、求人企業向け
の訓練施設説明会や制作物の発
表会等の機会を設けるよう訓練
実施機関に提案する。

・就職へのマッチングを高める
観点から、各訓練分野の専門的
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）の習得に資する
カリキュラムを組み合わせて実
施するよう、求職者支援訓練に
おいては、（独）高齢・障害・
求職者雇用支援機構を通じて、
訓練実施機関へ提案するととも
に、委託訓練においては、仕様
書の見直し等を検討する。

・企業で活躍できる人材を育成
するため、各訓練分野において
習得した専門的スキルを実際の
業務にアウトプットできるよ
う、企業における採用、人材育
成などの現状を踏まえ、より実
践的なカリキュラムを組み込む
よう訓練実施機関に提案する。

・求職者のスキルアップは円滑
な労働移動に資する。また、企
業内の人材育成は労働生産性の
向上に資するとともに、人材育
成が充実した企業には、優れた
人材が更に集まり、人材の確保
にも資するところ。こうした人
材育成と人材確保の好循環を生
み出せるよう、上記の取組を進
め、公的職業訓練のカリキュラ
ムの充実を図るとともに、人材
開発支援助成金の更なる活用を
促進していく。

＜対応方針＞
・訓練受講者及び求人企業がカ
リキュラムにより習得できる知
識・技能への認識のミスマッチ
を防ぐため、受講者に対しては
応募前の訓練施設説明会や見学
会を複数回実施し、求人企業に
対しては、ハローワークと連携
し、職業紹介時や面接会などに
おいて、訓練内容及び訓練修了
者の習得レベルをより明確に発
信するとともに、求人企業向け
の訓練施設説明会や制作物の発
表会等の機会を設けるよう訓練
実施機関に提案する。

・就職へのマッチングを高める
観点から、各訓練分野の専門的
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）の習得に資する
カリキュラムを組み合わせて実
施するよう、求職者支援訓練に
おいては、（独）高齢・障害・
求職者雇用支援機構を通じて、
訓練実施機関へ提案するととも
に、委託訓練においては、仕様
書の見直し等を検討する。

＜対応方針＞
・就職へのマッチングを高める
観点から、各訓練分野の専門的
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）の習得に資する
カリキュラムを組み合わせて実
施するよう、求職者支援訓練に
おいては、（独）高齢・障害・
求職者雇用支援機構を通じて、
訓練実施機関へ提案するととも
に、委託訓練においては、仕様
書の見直し等を検討する。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
　人材の量的質的な不足の報告
が複数の構成員からあり、
「国・県・市・経済団体が役割
分担し人手不足問題に取り組ん
でいかないといけない」との意
見があった。
　ものづくり分野については
「魅力発信が足りていない」
「最新機械で訓練してほしい」
との意見が、運輸・建設分野に
ついては「2024年問題対策・
高齢化対策として、若年者に訓
練で運転免許を取得させてほし
い」との意見があった。女性の
スキルアップの促進を期待する
意見もあった。
　職業紹介事業者からは、新規
求人数は技術職が１番多いが求
職者数は事務が多くミスマッチ
状態であることの報告と、離職
者よりも在職者への訓練が必要
との意見があった。
　在職者訓練については「中小
企業は短期間・短時間で実践的
な訓練を望んでいる」との意見
があった。

＜意見等＞
　全体としては３～５年度にか
けて受講者数、定員充足率、就
職率が増加しているものの、一
番受講者数の多い事務分野が就
職率が低いこと、香川はIT分野
のコース設定が少ないことを報
告。
　構成員からは「応募倍率が
100％超であれば定員は埋めて
ほしい。選考で不合格にするな
ら二次募集等の対応をすべ
き。」との意見があった。

＜意見等＞
　令和５年度については、WG
において事務分野を検証。実務
で使えるスキルのニーズが高い
ことや就職率改善の取り組みを
行うことを報告。
　構成員からは、「事務分野の
就職率改善に向けた今後の取り
組みを見守りたい」という意見
があった。また「就職した方だ
けでなく、就職が決まらなかっ
た方へのヒアリングも参考にな
るのではないか？」との意見も
あった。

＜意見等＞
　構成員からは「企業からも県
民からも頼りにされるパート
ナーになるよう引き続きがん
ばってほしい」と激励があっ
た。

＜対応方針＞
　構成員の意見やハローワーク
ニーズ調査結果を踏まえ、以下
の対応方針を決定。
①女性から希望が多い短期短時
間のコースやオンライン・ｅ
ラーニングのコース設定を推進
する。
②求職者支援訓練の基礎コース
は、就職率が高く、また労働市
場への復帰の足掛かりとなり人
手不足対策にもなり得るため、
割合を維持する。
③在職者向けの訓練について
は、香川は量的に充実し、内容
もニーズを反映していることか
ら継続する。

＜対応方針＞
　定員充足率は高いが就職率が
低い事務分野については、今後
就職率の改善に取り組む。
　IT分野のコースが少ないこと
への対応として、次年度は、委
託訓練では１コース増やし、求
職者支援訓練では実施機関開拓
に取り組む。

＜対応方針＞
　以下の取り組みを今後行うこ
とで、就職率の底上げを図って
いく。
①就職率の高い実施機関の就職
支援の取り組みを全実施機関に
情報提供し、就職支援力の強化
を図る。
②実務で使えるスキルの習得を
意識してカリキュラム設定を行
うよう実施機関に働きかける。
③就職にはパソコン＋αが有利
であることを情報提供し、ITリ
テラシーを習得するカリキュラ
ム設定を働きかける。

＜対応方針＞
　以下の方針を報告し構成員よ
り同意を得た。
・委託訓練については、デジタ
ル分野の定員を増加し年間通し
てデジタルスキルの習得機会を
確保する。デジタルリテラシー
習得をカリキュラムに盛り込め
ないさぬきうどん科を廃科す
る。
・求職者支援訓練については、
コロナ前の定員数に戻すもの
の、分野毎の割合は維持する。

37 香川

＜意見等＞
　キャリアコンサルティングの
取り組みを機構より報告。
　大学が実施しているリカレン
ト教育について、種類や内容を
紹介。「訓練とは異なるニーズ
に対応している」との意見が
あった。
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参考資料４

＜意見等＞
・令和４年７月の改正により求
職者支援訓練と公共職業訓練の
垣根がなくなったこともあり、
日程や内容が重複するＯＡ系、
介護系の訓練を中心に定員に対
し定員充足率が低調な訓練があ
るが、労働局とも連携し、周知
の強化、訓練のスケジュール調
整に取り組んでいる。
・ポリテクが実施している企業
実習付きコースについて、愛媛
県は若年者が流出しているの
で、愛媛にも素晴らしい企業が
あることを知っていただく機会
にもなり、雇用にもつながる有
意義な訓練であるとの意見が
あった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
においてデジタル分野を検証。
ニーズを踏まえた訓練内容・訓
練期間の検討、社会人としての
コミュニケーション能力は必要
であるため時間数を増やす、応
用力をつけるため実践に即した
訓練内容とする、eラーニング
の活用勧奨、OA訓練との違い
が分かるよう補助資料を作成す
るなど訓練カリキュラム等の改
善を行うとともに、訓練申し込
み前から訓練修了後3か月まで
一貫した就労支援の強化を図
り、SNS等を活用し、受講者の
確保を図るなどの改善策につい
て報告があった。

＜意見等＞
・事務局より令和６年度訓練実
施計画策定に向けた方針（案）
について、デジタル分野の就職
率向上のため、受講希望者の
ニーズに沿った適切な訓練を勧
奨できるようハローワーク訓練
窓口職員の知識の向上や事前説
明会等の機会確保を図ることな
どについて提案した。
・訓練コースや支援が多すぎて
わかりにくい、ハローワーク職
員のスキルアップも図るとのこ
とだが、それ以上にハローワー
クの体制整備が必要であるとの
意見があった。

＜対応方針＞
・医療・介護・福祉分野は就職
率が高く、応募倍率が低い分野
であるが、求人ニーズは高いこ
とから、引き続き訓練コースを
設定し、更なる魅力を発信する
とともに、訓練コースの内容や
効果に関する周知の強化を行
い、受講者の確保を図ることと
する。
・デジタル分野に重点化し、引
き続き訓練定員数を拡充するこ
ととする。
・キャリア形成のためジョブ・
カードの普及促進を積極的に図
ることとする。

＜対応方針＞
・引き続き、同時期に同種や類
似の訓練コースが重ならないよ
う、調整（開校時期、対象レベ
ル、使用ソフト、訓練時間・期
間を変更する等）を図るととも
に、ＳＮＳ等を活用した効果的
な周知広報を関係機関と連携し
て実施する。
・企業実習付き訓練については
引き続き実施していく予定。

＜対応方針＞
・報告内容を受けて、R6年度か
ら、委託訓練については受託先
募集の際周知・勧奨、委託要綱
等に盛り込み、求職者支援訓練
については認定申請の募集をか
ける際、周知・勧奨を行うこと
とし、計画に反映する予定。

＜対応方針＞
・SNS等を活用して周知するの
と並行して、ハローワーク職員
のスキルアップ及び求職者一人
一人に情報が届くよう簡易な周
知方法を検討することとする。

38 愛媛

＜意見等＞
・愛媛大学が実施しているリカ
レント教育の内容を構成員間で
共有。ＤＸやＧＸといっても色
んな分野があり、企業総がかり
で取り組まないと導入は困難で
あること、需給アンバランスの
問題（必要な部分で不足、儲け
られる分野に求人・求職がない
等）、地域のハブ人材が必要で
あること、地方ではお金をかけ
てまで人材育成を行う企業は少
ないこと等の報告があった。

＜意見等＞
・雇用失業情勢について、医
療・福祉分野の求人が全体の３
割を占めていること、卸・小売
業、サービス業、製造業、建設
業の順で求人が多いことや、製
造業では食料品製造業、輸送用
機械器具、繊維工業、パルプ・
紙・加工品製造業の順で多いこ
と、人手不足感が強くなってい
る中で必要な人材を確保し、生
産性を向上させるための人材育
成が必要となっていること等の
説明があった。
・県では令和４年２月にDX実行
プランを作成し、令和12
（2030）年度までにデジタル
人材を１万人輩出するととも
に、一人当たり県民所得を300
万円に引き上げることを目指し
て取り組みを進めていること、
企業誘致に関し優遇制度や立地
ミーティングの開催、民間主催
のマッチングイベントでのＰＲ
等によりＩＴ関連企業を含む16
社の誘致に成功した旨説明が
あった。
・子育て中の女性については、
キャリアデザインの視点は未浸
透で、子育てをしながら働こう
と思った時には自身の希望の職
種や、どんな風になっていきた
いか等、今後のキャリアを考え
ながら仕事探しができる状況に
ない等の報告があった。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
「県内企業のデジタル化」に向
け、県内企業のニーズに合った
訓練設定（離職者訓練・在職者
訓練）を図りつつ、デジタル分
野以外についても少子高齢化が
進む高知県の現状を踏まえた地
域に必要とされる訓練（介護・
看護・保育等）の拡充が必要。
また、高知県と（独）高齢・障
害・求職者雇用支援機構が実施
する訓練の差別化及び県と機構
との更なる連携について検討す
るよう意見があった。

＜意見等＞
理容・美容分野の定員数が年々
少なくなって来ているという意
見があり。

＜意見等＞
構成員からは、WGの取り組み
について非常に良い取り組みで
あるという意見があり、各検証
結果について訓練施設にフィー
ドバックして改善に取り組んで
ほしいとのこと。他に、ヒアリ
ング対象が、１施設１企業１受
講者となったことについて、令
和６年度方針の元になる内容と
しては偏っているのではない
か、サンプル数を増やして実施
した方がよいとの意見があっ
た。

＜意見等＞
委託訓練を含む公共職業訓練の
受講率の低下について報告があ
り、受講率、就職率の向上につ
いて次のような意見が出され
た。例えば事務系経理分野の訓
練においては簿記資格取得だけ
でなく「会計ソフトが使えるよ
うになること」や医療事務系訓
練では医療事務資格取得だけで
なく「電子カルテが使えるよう
になること」など実践に即した
カリキュラムの構成の提案や、
WGのヒアリング結果において
スキルアップの評価される部分
は応募を検討する求職者や受講
生に展開していただきたいとい
う意見があった。

＜対応方針＞
県においては、デジタル重点化
としてのデジタル分野と地域
ニーズに即した介護分野の離職
者向け訓練定員数を拡充する方
針の説明あり。機構からはデジ
タル重点化としてコース増加を
図るため開拓促進及び認定申請
の簡素化に取り組む説明があっ
た。なお、訓練の差別化につい
てはWGにおいても取り上げて
おりR6年度の実施計画の策定に
も対応を盛り込み、実施期間や
内容について調整を行うことと
している。

＜対応方針＞
当会議等において実施方針の説
明をしているが、定員に足りな
い場合はニーズのある分野にゆ
り動かしを行っているものであ
り、意図的に少なくしているも
のではない旨、高知県からの説
明があった。

＜対応方針＞
WGの報告については確実にヒ
アリング対象施設に提供すると
ともに、課題が出た部分につい
て改善を促す。また、次年度の
効果検証WGの対象は、比較対
象ができる複数の対象にヒアリ
ングするように検討することと
している。

＜対応方針＞
カリキュラムの方針案について
は訓練編成時の検討事項とす
る。また、ハローワークにおい
てWGの結果報告から、好事例
等の情報提供等求職者への働き
かけを強化する方針。また受講
生へのモチベーションの維持等
の方策も検討する。

＜意見等＞
以前から介護コースは募集して
も中止になることが多く、今回
も数コースが中止になってい
る。介護人材の確保のためには
介護分野の給与を上げないとい
けないし、介護分野の仕事が如
何に魅力的なのかということを
アピールする必要があると思う
が、どのように検討を進めてい
るのかとの質問があった。

政府では公共事業等のデータは
全てデジタル化すると決まって
いるが、デジタル化を進めるプ
ログラムは現場の事業所にはな
く、そのような訓練をどこかで
実施するのかとの質問があっ
た。

＜意見等＞
定員充足率が低かったコースの
定員を少なくする、訓練内容が
ニーズに合ってないかもしれな
いから訓練内容を変更する、訓
練の結果としての就職なので関
連就職率が低い訓練コースを変
更する、このような判断はどの
ようになされるのかとの質問が
あった。

＜意見等＞
介護分野の定員充足率が低いこ
となどの問題に対しては、公的
職業訓練効果検証ワーキンググ
ループが機能すると思うので、
深掘りしてやっていけば問題は
緩和されると期待しているとの
意見があった。

＜意見等＞
福岡県には政令指定都市の福岡
市と北九州市があるが、リスキ
リング事業一覧に福岡市はある
ものの北九州市がないのは、北
九州市はデジタル田園都市国家
構想で他の補助金事業を実施し
ているから対象になってないと
いう理解でよいかとの質問が
あった。

＜意見等＞
特になし。

＜対応方針＞
現場での働き方改革が重要であ
り、専門職としてやりがいを
持って働くことを応援していか
なければならないし、魅力ある
介護分野の職場もたくさんある
ことを若い方や求職者の方に伝
えていく努力をハローワークと
しても重点的に取り組んでいく
こととしている。

ポリテクセンターで在職者向け
のセミナー等も実施しているが
受講者が少なく、ＤＸへの事業
所の認識はまだまだ薄いところ
があるので、事業所の事業主や
人材育成部門の方に必要性がき
ちんと伝わるようにしたい。

＜対応方針＞
求職者支援訓練はあらゆる分野
で申請が可能であり、関連就職
率が低くても意図的に排除する
ことはできない。就職率、関連
就職率、合わせて定員充足率は
重要であるが、国策としてどう
いう人材を育てていくか、ある
いは労働移動を積極的に促して
行くかという意味では、受講者
ニーズがついていっていない部
分で、ある程度定員充足率が低
くなることも覚悟のうえで、積
極的に設定をして誘導する努力
をしなければならない。

＜対応方針＞
ワーキンググループ効果検証で
得られた受講者及び企業のニー
ズ等については、今回のヒアリ
ングに留まらず日頃から把握
し、機構福岡支部や福岡労働局
が定期的に実施している求職者
支援訓練実施機関への訪問の場
において情報提供を行うほか、
公的職業訓練実施カリキュラム
に反映させることも検討し、訓
練修了生の就職促進に繋げてい
くこととしたい。

＜対応方針＞
北九州市でもリスキリング事業
は実施しているが、他の補助
金、交付金を活用して実施して
いるので、この事業の対象には
ならないものであったと回答。

40 福岡

39 高知

＜対応方針＞
リカレント教育を実施している
大学等の構成員の再公募を行っ
たが、応募がなかった旨報告。
今後も同様のリカレント教育を
実施している大学等の参加を促
していく。
また、総務省が創設した地域に
おけるリスキリング推進事業に
ついて、高知県から３自治体３
事業（後に１事業追加）の発表
があり、構成員間で協議、令和
５年度高知県地域職業訓練実施
計画への位置付けへの承認を
行った。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
　佐賀県でも求人者数が求職者
数を上回っている状況が続いて
いる。職業訓練受講等により求
人・求職のミスマッチを小さく
し、人手不足解消に向け進めて
いただきたい。
　また、デジタル人材の育成は
急務であるので、離職者訓練・
在職者訓練共に、デジタル系の
訓練コースは重要。

＜意見等＞
　事務局からの報告・説明に対
し、特段の意見はなかった。

＜意見等＞
　令和５年度は「営業・販売・
事務分野」で効果検証実施。業
種や職種を問わず、一般的なIT
リテラシーやビジネスマナー、
コミュニケーション力の習得は
必要とされており、訓練受講は
大きく役立っており、また必要
とされていた。
　委員から「書類選考実施後に
面接する企業は多い。応募書類
を見ればある程度のコミュニ
ケーション能力は図れるので、
まずは応募書類の作成支援に力
を入れてみては如何」との意見
あり。

＜意見等＞
　委託訓練について、減ってい
る部分があるが、どういった観
点で廃止・減らしたのか質問あ
り。

＜対応方針＞
　訓練コース等職業訓練に関す
る情報を求職者に届くよう、周
知・広報についてより一層の発
信を行っていく。

＜対応方針＞
　引き続き訓練コースが中止に
ならないよう、求職者に訓練情
報を周知し、受講案内・受講勧
奨を行う。同時期に類似する訓
練コースが被らないよう設定を
行う。

＜対応方針＞
　訓練修了者の就職支援に向け
て、「応募書類の作成支援」も
含め訓練カリキュラムを改善す
るとともに、訓練実施機関・ハ
ローワークの連携をより一層進
めていく。

＜対応方針＞
　R5年度に実施した訓練コース
の一部を廃止し、R6年度新設
コースとして発展的な形に再
編・強化し、デジタル系の訓練
コースを拡充。就職をより意識
したコース展開とする予定であ
る旨を説明。

41 佐賀

＜意見等＞
○地域リスキリング推進事業に
ついて、佐賀県より資料により
報告あり。
（県：３事業、市町：該当な
し。「地域におけるリスキリン
グの推進に関する地方財政措
置」申請予定。）

○「地域ニーズに応える産学官
金連携を通じたリカレント教育
プラットフォームの構築
（案）」について、佐賀大学よ
り資料に基づき説明あり。

○社内の煩雑な処理の解消から
ＤＸの導入例などデジタル技術
についての体験型フェア「第７
回生産性向上のためのＩＴフェ
ア」について、経済団体から説
明あり。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・求職者のニーズでは、「営
業・販売・事務分野」の希望者
が多く34%である。求人の職種
別でも事務的職業の求人も多い
状況であるが就職率が低くマッ
チングされていない状況であ
る。効果的なキャリアコンサル
ティングが必要ではないか。

＜意見等＞
・求職者が減少又は横ばいで推
移しているなか、令和４年度と
ほぼ同数で受講生の確保ができ
ている状況についてはどのよう
なことが考えられるのか。

＜意見等＞
・令和5年度においては、「効
果把握・検証ワーキンググルー
プ」において、デジタル分野の
検証を行った。訓練終了後の同
分野の職種の就職先の確保が課
題。

＜意見等＞
・企業に対するデジタル分野の
人材確保の必要性の周知
・訓練の計画数と認定実績及び
受講実績の乖離

＜対応方針＞
・求人ニーズに即した効果的な
訓練内容の検討、就職に向けた
効果的な支援のためハローワー
クと訓練実施機関との連携強化
が必要である。
　求職者担当者制も活用した職
業相談等の充実を図り就職促進
を行う。

＜対応方針＞
・新型コロナの影響が落ち着
き、訓練施設の施設見学会、体
験会等の参加者が増加し直接訓
練内容を説明を受けることで受
講生の確保が出来ている。
　また、ハローワーク職員も積
極的な訓練施設の見学等を行い
求職者への詳細な情報を提供し
ている。

＜対応方針＞
・企業に対して訓練内容（修了
生の仕上がり像など）の周知を
行う。また、当分野のスキルを
活かせる職種の提案を行い求人
を確保することにより修了後の
就職につなげる。
　ハローワーク職員を対象とし
た職業訓練実施機関からの訓練
内容の説明、訓練施設見学を行
うことで訓練コース理解を促進
し、受講者の確保、求人開拓
（求人条件変更含む）に活か
す。

＜対応方針＞
・企業に対して訓練内容を周知
し、デジタル分野の人材の起用
を促すことが必要。
・職業訓練のデジタル分野への
移行を着実に進めることが必
要。
・デジタル分野について、企業
側のニーズに対応できるカリ
キュラムを認定することが必
要。
・訓練の計画数は、訓練実施機
関が対応できる状況であるのか
実態を踏まえた計画数の検討が
必要。

42 長崎

＜意見等＞
〇学校法人長崎総合科学大学が
研究している、リカレント教育
について「女性のためのリカレ
ント教育への関心を規定する予
備的研究」と題して研究内容を
発表した。
〇小中学生の子供を持つ母親に
対して、リカレント教育の知
識、関心興味、阻害因を調査。
それらの項目に影響する要因の
明確化。
〇要因の検討
・リカレント教育への興味関心
は、賃金が上がるほど高くな
る。
・友人やメディアからの情報を
多く得ている人ほど、知識もあ
り興味関心が高くなる。
・大学進学への考えが興味関心
に影響する。
・家事育児の負担が多いと、阻
害因となる。
〇調査結果
・リカレント教育や学び直しに
ついて、あまり理解されていな
い。
・リカレント教育に興味は示し
ている。時間を割くことに抵抗
はないようだが、金銭的なコス
トは多少の抵抗がある。
・多くの人が費用が高いと感じ
ており、時間がないと感じてい
る。
などの意見が集約されている。
〇まとめ
・出産、育児といったライフイ
ベントを経験している女性に着
目。
・リカレント教育に関心を持つ
ための要因を明らかにする。
・リカレント教育に関心を持っ
ているが、金銭的なコストをか
けることに抵抗がある。
・リカレント教育を普及させて
いくためには、その普及方法の
検討が必要。
・高い学歴や、進学規範、学び
直しの効果を高く見積もってい
る回答者は、リカレント教育に
より高い関心。
上記の研究発表を行った。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
労働局が実施した地域ニーズ調
査において、TSMC進出に伴う
経済等波及効果が期待される
中、半導体産業及び関連産業に
おける人材育成が必要である。
また、その他業種の人材育成に
おいて企業が求める人材ニーズ
としてビジネスコミュニケー
ション能力やITスキルの向上と
いった専門知識外の基本スキル
の取得による人材の質の底上げ
にもつながる訓練カリキュラム
も必要との意見が寄せられたこ
とを説明。
委員からは、離職者訓練におい
て、IT分野等の訓練が多くても
再就職につながるのか懸念もあ
りマッチングを意識した対応を
お願いしたい。人手不足の業
種、募集がされている業種等を
常に意識して訓練カリキュラム
を検討していく必要がある。ま
た、人手不足分野には高齢者や
雇用保険被保険者以外の方も必
要となってくるのでそういう方
が受講できるような訓練を実施
してもらいたい。

＜意見等＞
IT分野等デジタル分野の訓練が
多くても就職につながることは
難しいのではないかと思うので
マッチングも意識したところで
実施してほしい。

＜意見等＞
令和5年度については、WGにお
いてデジタル分野について検証
を行った。
訓練実施機関３機関、受講生３
人、採用企業３事業所に対して
ヒアリングを実施。
採用企業からは、業界未経験で
もIT知識取得により入社後の教
育や仕事の段取り等スムーズに
いったとの好評価があった反
面、社会人としての基本的なビ
ジネスマナー習得が必要との意
見もあった、等の報告を行っ
た。
委員からは特段の意見は出され
なかった。

＜意見等＞
半導体産業及び関連産業の人材
が質・量ともに不足することが
課題であるため職業訓練の機動
的な設定が必要であることか
ら、県、JEED、ポリテクセン
ターから令和５年度の訓練計画
の実施状況並びに令和６年度の
訓練計画に向けての現状につい
て説明を行った。

＜対応方針＞
県内における半導体関連の人材
育成については、ポリテクセン
ター熊本において令和5年度に
訓練カリキュラムを一部見直し
たコースがあり、令和6年度に
おいても更にカリキュラムの変
更を予定している。
専門的な知識の習得だけでなく
ビジネスマナー等基本的なカリ
キュラムの設定も検討してい
く。
人手不足分野のマッチングにつ
いては、ハローワークにおける
受講あっせんや就職支援等を訓
練担当と求人部門ならびに訓練
実施機関とで連携して取り組
む。
雇用保険被保険者でない方の受
講あっせんについては、受講給
付金等求職者支援制度の周知強
化に取り組む。

＜対応方針＞
デジタル分野への再就職のミス
マッチについては、ハローワー
ク職員等の訓練内容の理解等に
より受講あっせんの実施を行
い、また、求人部門との連携に
よる求人確保に努めていくこと
によりミスマッチの低減を図っ
ていく。

＜対応方針＞
基礎的知識の習得については好
評価であったため同知識のカリ
キュラム設定は継続する。
分野に関係なく、最低限のビジ
ネスマナーが習得できるカリ
キュラムの設定を推奨する。

＜対応方針＞
ポリテクセンターの離職者訓練
について、令和５年度は半導体
産業に付随した関連産業である
生産ラインメンテナンス科の訓
練内容を一部カリキュラム変更
して実施したが、令和６年度の
計画においてはニーズに合わせ
て更にカリキュラムの一部を変
更する予定。

43 熊本

＜意見等＞
労働局が独自に実施している地
域ニーズ調査について、昨年度
の地域協議会の中で中小企業事
業主等のニーズに合致した調査
対象となるようにとの意見があ
り、事業主団体等の調査対象を
26団体から41団体に増やして
調査を行った。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
県内企業においてもＤＸが進め
られている中、デジタル分野の
訓練が企業ニーズに則した訓練
になっていないのではないか。
また、企業ニーズに則した訓練
が出来ないのであれば縮小する
方がよいとの意見があった。

＜意見等＞
事務局からの説明に対して、特
段の意見は無かった。

＜意見等＞
令和５年度についてはＷＧにお
いて「デジタル分野」を検証。
訓練修了生を採用した企業から
は、現状設定されている訓練期
間では求めている人材（能力）
との乖離が見られるため、訓練
期間や内容の改善を図っていく
必要があることの報告があっ
た。

＜意見等＞
デジタル分野の訓練において、
企業ニーズに則した訓練の実施
が厳しいのであれば、たとえ人
気が高く応募が多いコースで
あっても、当該分野の訓練は縮
小する方がよいとの意見があっ
た。

＜対応方針＞
訓練コースのレベルを差別化
し、令和６年度の地域職業訓練
実施計画に反映する方針。
また、企業の求める人材に近づ
けるようにビジネスマナーやコ
ミュニケーションを中心とした
訓練カリキュラムの強化を訓練
実施機関へ依頼する。

＜対応方針＞
次年度の効果検証ＷＧの対象分
野の選定については、関係機関
で近日中に協議予定。

＜対応方針＞
報告を受けて令和６年度に開始
する訓練から訓練コースのレベ
ルを差別化し、求職者支援訓練
は基礎的な内容を中心に、委託
訓練は５か月から12か月の応
用・実践まで学べるコースを中
心に実施することとし、訓練計
画に反映する方針。

＜対応方針＞
今回の効果検証により企業の求
める人材と訓練修了者のレベル
に乖離があることを認識できた
ことが大きな成果。
その乖離幅を少しでも近づけら
れるよう委員の意見も踏まえ、
訓練計画に反映する方針。

＜意見等＞
【デジタル分野】
・webデザイン系を筆頭に求職
者ニーズは高いが、求人につい
ては少なく、経験者を求める傾
向が強い。（ニーズ調査より）
【共通】
・求職者・企業共にビジネスマ
ナーやパソコンの基礎知識が重
視されている。（ニーズ調査よ
り）

＜意見等＞
・デジタル分野に力を入れるこ
とは必要であるが、定員充足率
は低いものの、介護・福祉分
野・モノづくり分野等での人手
不足は地域の課題となってお
り、人材育成の観点から、単に
人気がないとの理由で減ずると
いう方向ではなく、同分野での
職業訓練の一定定員数・受講者
の確保が重要。（構成員）
・一部、同分野（医療事務）で
の訓練コースの募集時期がバッ
ティングしているケースが見受
けられた。効率や幅広い受講機
会の確保という観点より、開催
時期についての調整をお願いし
たい。（構成員）

県内のデジタル分野において効
果検証ヒアリングを実施。
＜意見等＞
【訓練実施機関】
・ニーズに対応するコース設定
等に関して、講師の確保や近年
の物価高騰に対応するために
は、委託費の改善が必要。ま
た、定員充足対策として、広報
の自由度を上げてほしい。
【訓練修了生】
・就職後、実務レベルでの知識
不足を痛感。より高度なスキル
を身に着ける訓練設定を希望。
【採用企業】
・実践レベルに対応する人材育
成が可能な訓練コースの設置を
希望。また、訓練修了生の人材
活用という意味で、事業主側へ
の職業訓練のPRも必要。

＜意見等＞
・職業訓練の周知と同時に、受
け皿となる求人確保も重要であ
ることから、企業への職業訓練
の周知・理解促進が必要。（構
成員）

＜対応方針＞
・訓練修了生歓迎求人の確保
等、就職支援の強化、ニーズに
合わせた訓練内容見直しの検
討。

＜対応方針＞
・介護等人手不足分野に関連す
る訓練コースの適正定員確保の
検討。
・計画時点での実施地域および
開催時期についての調整を適切
に実施。

＜対応方針＞
①実務レベルに対応した訓練
コース設定の検討。
②委託費の拡充について継続的
に要望。
③訓練受講メリットの明確化に
ついて検討。
④求職者・求人者に対する訓練
施設説明会等の強化。

＜対応方針＞
・訓練実施機関の企業向け見学
会・意見交換会等の実施につい
て検討。

45 宮崎

＜意見等＞
・様々な分野でDX人材の必要性
が認知されている一方、必要な
業務、スキルを具体的に把握す
るには至っていない企業もある
のが現状。
・人手不足分野を転職希望で離
職したアルムナイ（現役世代退
職者）については、一定数が元
の経験職種で復職している傾向
も見受けられる。職業訓練後の
就職活動の中でも、離職前職種
への復帰も選択肢となるよう
に、業界でも工夫や検討が必
要。（構成員）

44 大分

＜意見等＞
県外への労働力の流出を問題と
捉えており、若年者を中心とし
た優秀な人材の県外流出につい
て、色々なニーズをしっかり把
握しながら、その部分の対策も
検討していただきたいとの意見
があった。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
　県内では求人数が求職者数を
上回る状況が長く続いており、
特に介護サービスの職業は有効
求人倍率が高い水準で推移して
いる旨の説明があった。
　また、DXの推進等を図るため
には、在職労働者への訓練が有
用と考えられ、機構の生産性向
上支援訓練において、サブスク
リプション型訓練が今年度から
新たに設定されていることが報
告された。

＜意見等＞
　ポリテクセンターの施設内訓
練（離職者訓練）については、
定員充足率が令和４年度と比較
して減少し、求職者支援訓練が
雇用保険の訓練延長給付の対象
となったことによる影響がある
旨の説明があった。
　また、２年課程のポリテクカ
レッジについても、令和５年度
入校生の定員充足率が前年から
減少していることが報告され
た。

＜意見等＞
　令和５年度については、WG
において営業・販売・事務分野
を検証。一般的なITリテラシー
は業種・職種を問わず必要とさ
れ、訓練受講によるスキルが仕
事をする上で大きく役立ってい
ることが確認された。加えて、
訓練修了者・採用企業ともに、
ビジネスマナー、コミュニケー
ション力の習得を重視している
ことが報告された。

＜意見等＞
　デジタル人材は質・量とも不
足しており、都市圏偏在が課題
であることが説明された。
　また、委託訓練においては、
定員充足率を考慮の上、適切な
コース設定を図るべきとの意見
が構成員からあった。

＜対応方針＞
　事業縮小のために離職を余儀
なくされ人手不足分野への職種
転換を検討する者等に対し、介
護分野の訓練コースへの積極的
かつ適切な受講あっせんを図る
ことにより、同分野における人
材確保に取り組む。
　また、サブスクリプション型
生産性向上支援訓練について
は、人材開発支援助成金の活用
メリットを踏まえた周知・広報
に各構成団体が連携して取り組
む。

＜対応方針＞
　機構とハローワークかごしま
が連携し、11月から雇用保険受
給者の初回説明会をポリテクセ
ンターで開催しており、その際
に施設や訓練コースの概要を案
内することで、受講者の確保を
図っている。
　また、ポリテクカレッジに関
しては、今年度から推薦入試の
回数を３回から６回に増やし、
受験者の確保を図っている。

＜対応方針＞
　当該分野は重要なセーフティ
ネットの一つに位置付けられて
いることからも、引き続き、関
係機関の連携によって効果的な
周知・広報に努め、制度活用の
促進に取り組む。
　また、ビジネスマナー、コ
ミュニケーションについては、
訓練カリキュラムに盛り込むこ
とを基本とする方針。

＜対応方針＞
　地域性や現状を考慮の上、IT
分野や営業・販売・事務分野等
を活用した人材育成も図りつ
つ、求職者・求人者ニーズを踏
まえた職業訓練の段階的なデジ
タル分野への重点化を検討して
いく。
　また、定員充足率が低い傾向
にある介護・医療・福祉分野な
どは、就職率が高く、人手不足
分野における人材確保の面でも
効果が大きいことから、引き続
き、事前説明会・見学会の機会
確保を図るなど、受講勧奨の強
化に取り組む。

＜意見等＞
・「医療事務」「介護・医療・
福祉」分野は、定員枠に対する
応募率が低いため、もっと積極
的にPRをする必要がある。
・観光は人手不足感が強いた
め、今後の訓練認定については
配慮してほしい。

＜意見等＞
・「医療事務」分野、「介護・
医療・福祉」分野は求人ニーズ
は高いが実施する機関がない、
そのことに対する対策はある
か。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
にてデジタル分野（デザイン分
野２コース、IT分野２コース）
を検証。
・訓練期間、カリキュラム、就
職支援、経費に対する対応が必
要であることを報告。

＜意見等＞
・「営業・販売」については年
齢により訓練を受けてたとして
も採用に至るかが疑問、デジタ
ル分野に関しては、訓練を受け
ある程度の言語がわかるだけで
も採用に至ると考えられるた
め、訓練をもっと増やしてはど
うか。

＜対応方針＞
・観光分野については、実施機
関が限られており、就職率も低
いため、求人・求職双方のニー
ズに対応できる訓練メニューの
設定が必要。

＜対応方針＞
・「医療事務」、「介護・医
療・福祉」分野については、実
施機関の開拓を強化する。

＜対応方針＞
・改善促進策として、訓練期間
やカリキュラムについては、沖
縄県やJEEDから実施機関に対
する周知・提案を行い、就職支
援についてはHW等での対応、
経費に関しては厚生労働省への
報告が必要であることを共有し
た。

＜対応方針＞
・デジタル分野は令和５年度よ
り10％上乗せするが、「営業・
販売」については、令和４年度
と令和５年上期の平均割合を維
持する。

47 沖縄

＜意見等＞
特になし

46 鹿児島

＜意見等＞
　ハロトレの周知・広報におい
ては、さまざまな工夫がされて
いるが、スマートフォンで必要
な情報を届けることが欠かせな
いため、インスタグラムのフォ
ロワー数を増やすなどの取組を
進めるべきとの意見が構成員か
らあった。
　これに対し事務局からは、鹿
児島所開設のLINEは登録者数が
約7,000人で一定の効果がある
こと、インスタグラムのフォロ
ワー数については今後の課題と
して取り組む旨を説明。このほ
か、ハロトレを受講するきっか
けとして、友人・知人等に勧め
られたとの回答も少なくないこ
とから、新聞やフリーペーパー
等を活用した広報にも継続的に
取り組む旨の説明があった。
　また、地域リスキリング推進
事業については、県の16事業、
鹿児島市など７市町の８事業を
地域職業訓練実施計画に位置付
け、中小企業、農林水産、介護
等の地域に必要な人材確保に資
する職業能力の開発・向上に取
り組む旨の説明があった。
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